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テーマ研究論文概要書 
排出権取引にかかる会計処理 
～キャップ・アンド・トレード方式導入に向けての会計処理上の問題点～ 
 
1. 本稿の目的 
先進締約国に対し、温室効果ガス削減のための政策の実施などの義務が課せられる気候
変動枠組条約に関する京都議定書は、1997 年に採択され、2005 年 2 月に発効された。京
都議定書は、締約国に共通のものとして適用され、それぞれ共通に有しているが差異のあ
る責任、開発途上締約国等の国別事情の勘案、速やかで有効な予防措置の実施などの原則
に基づくものである。京都議定書において日本は、2008 年～2012 年の第一約束期間に温
室効果ガスの年平均排出量を 1990 年比 6％の削減を課せられた。 
2007 年のサブプライムローンに発するリーマン・ショックや欧州危機、各国の思惑の対
立によるポスト京都議定書の調整の難航、COP17 において第二約束期間への参加不表明、
東日本大震災での温室効果ガス削減の主力とされた原子力発電の停止・廃止の世論等によ
り昨今において排出権取引や京都議定書についての議論はトーンダウンしている。しかし、
排出権取引制度の導入、それにともなう世界全体の金融市場は設立当初より拡大している。
日本においても東京都での排出権取引市場の設立や自主参加型国内排出量取引の試行的実
施が開始された。また、社会的責任投資（Socially responsible investment）の普及など
により環境への配慮した企業経営が経営者にも意識されようになり、今後は多数の企業が
参加することが見込まれる。 
京都メカニズムといわれる温室効果ガスの排出削減目標を達成する仕組みでは、その目
標を達成するために排出権を市場で取引する制度を提案している。その結果、日本でも環
境省による温室効果ガス排出量取引試行事業が行われ排出権取引市場の開設するための検
討が進んでいる。そして、「企業の企業会計上の処理は、経済活動が行われるなかで経験の
蓄積として発展するという性格がある。排出枠の一部の取引に伴う会計処理についても、
その取引自体の性格が明らかになるにつれて徐々に企業会計処理方法が決まっていくと予
想される」（排出量取引・京都メカニズムに係る国内制度検討会）といわれるように、まだ
排出権取引制度そのものが確立されていないので企業の経営活動に排出権取引が与える影
響がどのようなものであり、それを反映する会計処理がどうあるべきかはまだ検討段階に
ある。 
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排出権取引市場の信頼性を確立し、より一層の拡大をするには利害関係者にとって市場
の透明性を確立し、合意された会計基準が必要となる。しかしながら、現在、キャップ・
アンド・トレード方式での排出権取引に関する会計基準については国際的に統一されてお
らず、排出権取引市場の大部分を占める欧州域内排出量取引制度を有する欧州連合で適用
されている国際財務報告基準に関しても、国際財務報告基準審議会は、国際財務報告解釈
指針委員会第 3 号「排出権（Emission Rights）」を公表したものの後に撤回した。また日
本においても企業会計基準委員会は、2004 年に実務対応報告第 15 号「排出権取引の会計
処理に関する当面の取扱い」を公表したものの、現在各国において主要な取引となってい
るキャップ・アンド・トレード方式での会計処理については示していない。  
このように、世界的にも、排出権取引についての包括的な会計処理は存在しておらず各
企業は企業独自の会計処理を行っている。その多くは、排出権取引に係る会計処理はオフ
バランス処理している。しかし、キャップ・アンド・トレード方式では将来、負債として
キャッシュ・アウト・フローを伴う可能性があり、オフバランス処理では投資家が将来の
予測に資する情報になるとはいえない。 
本稿においては投資者・企業のニーズから、過去に公表された基準・指針の反省点を検  
証し、ニーズに適した最適な会計処理を考察していく。 
 
2. 本稿の内容 
第 1 章で京都メカニズムからの排出権取引の成り立ち、第 2 章で市場動向等として各国
の排出権取引市場について述べる。第 1 章でキャップ・アンド・トレード方式での排出権
取引は京都メカニズムに組み込まれた排出権取引の一部分であることがわかる。京都メカ
ニズムの一要素であるキャップ・アンド・トレード方式に焦点を当てた理由として、第 2
章で各国の排出権取引市場をのべている。排出権取引は、アメリカが酸性雤対策として初
めて導入され、イギリス・欧州連合で大きく発展したものといえる。排出権取引市場は今
後、キャップ・アンド・トレード方式での市場が主流となることが確認された。これは、
温室効果ガスの削減という目的のためには、市場メカニズムを通じて行うことが最も効率
的かつ効果的であると考えられる。 
第 3 章では、排出権取引に関する最初の処理である FASB の SO2 排出量取引の会計処理
から述べ、フランス案・イギリス案・IFRIC3・ASBJ 案・GISPRI 案・環境省案（オフバ
ランス方式・排出削減義務当初認識法・CO2 排出費用認識法）の会計処理について比較検
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討を行った。 
各案の処理が異なる要因は、それぞれの案が異なる考え方のもと会計処理を開発したこ
とによるものであることがわかった。 
第 4 章においては、キャップ・アンド・トレード方式における望ましい会計処理として
各案をベースに検討を行った。 
本稿で、望ましい会計処理として扱ったのは、排出削減義務当初認識法をベースとする
ものである。当初無償割当時には、資産として排出権を認識し、貸方項目については排出
削減義務を認識する。 
また、決算日には、時価による事後測定を行い、排出権・排出削減義務を時価により開
示することに有用性があると考えた。 
一方、時価評価により発生した評価差損益は評価差額が実現するまでは包括利益計算書
もしくは純利益・包括利益計算書のその他の包括利益に計上し、実現した時に損益計算書
の当期純利益にすることが望ましいと考えた。 
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はじめに 
先進締約国に対し、温室効果ガス削減のための政策の実施などの義務が課せられる気候
変動枠組条約に関する京都議定書は、1997 年に採択され、2005 年 2 月に発効された。京
都議定書は、締約国に共通のものとして適用され、それぞれ共通に有しているが差異のあ
る責任、開発途上締約国等の国別事情の勘案、速やかかつ有効な予防措置の実施などの原
則に基づくものである。京都議定書において日本は、2008 年～2012 年の第一約束期間に
温室効果ガスの年平均排出量を 1990 年比 6％の削減を課せられた。 
2007 年のサブプライムローンに発するリーマン・ショックや欧州危機、各国の思惑の対
立によるポスト京都議定書の調整の難航、COP17 において京都議定書の第二約束期間への
日本政府としての参加不表明、東日本大震災での温室効果ガス削減の主力とされた原子力
発電の停止・廃止の世論等により、昨今において排出権取引や京都議定書についての議論
はトーンダウンしている。しかし、排出権取引制度の導入、それにともなう世界全体の金
融市場は設立当初より拡大している。日本においても東京都での排出権取引制度の設立や
自主参加型国内排出量取引の試行的実施が開始された。また、社会的責任投資（Socially 
responsible investment 以下、「SRI」）の普及などにより環境への配慮した企業経営が経
営者にも意識されようになり、今後は多数の企業が参加することが見込まれる。  
京都メカニズムといわれる温室効果ガスの排出削減目標を達成する仕組みでは、その目
標を達成するために、排出権を市場で取引する制度を提案している。その結果、日本でも
環境省による温室効果ガス排出量取引試行事業が行われ、排出権取引市場の開設するため
の検討が進んでいる。そして「企業の企業会計上の処理は、経済活動が行われるなかで経
験の蓄積として発展するという性格がある。排出枠の一部の取引に伴う会計処理について
も、その取引自体の性格が明らかになるにつれて徐々に企業会計処理方法が決まっていく
と予想される1」（排出量取引・京都メカニズムに係る国内制度検討会（2002p.7）といわ
れるように、未だ排出権取引制度そのものが確立されていないので、企業の経営活動に排
出権取引が与える影響がどのようなものであり、それを反映する会計処理がどうあるべき
かはまだ確立することはできず、検討段階にある2。 
排出権取引市場の信頼性を確立し、より一層の拡大をするには利害関係者にとって市場
                                                   
1環境省（2002）p.7 
2大塚浩記（2004）p.95 
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の透明性を確立し、合意された会計基準が必要となる。しかしながら、現在、排出権取引
に関する会計基準については国際的に統一されておらず、排出権取引市場の大部分を占め
る欧州域内排出量取引制度（European Union Emission Trading System 以下、「EU-ETS」）
を有する欧州連合（European Union 以下、「EU」）で適用されている国際財務報告基準
（International Financial Reporting Standards 以下、「IFRS」）に関しても、国際財務
報告基準審議会（International Accounting Standards Board 以下、「IASB」）は、国際
財務報告解釈指針委員会（International Finacial Reporting Interpretations Committee）
第 3 号「排出権（Emission Rights）」（以下、「IFRIC3」）を公表したものの後に撤回した。
また日本においても企業会計基準委員会（以下、「ASBJ」）は、2004 年に実務対応報告第
15 号「排出権取引の会計処理に関する当面の取扱い」を公表したものの、現在各国におい
て主要な取引となっているキャップ・アンド・トレード方式での会計処理については示し
ていない。 
このように、世界的にも、キャップ・アンド・トレード方式の排出権取引についての包
括的な会計処理は存在しておらず、各企業は企業独自の会計処理を行っている。多くの企
業において、排出権取引に係る会計処理はオフバランス処理されている。しかし、キャッ
プ・アンド・トレード方式では将来、負債としてキャッシュ・アウト・フローを伴う可能
性があり、オフバランス処理では投資家が将来の予測に資する情報になるとはいえない。  
本稿においては投資者・企業のニーズから、過去に公表された基準・指針の反省点を検
証し、ニーズに適した最適な会計処理を考察していく。 
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第1章 排出権取引 
 
第1節  京都議定書の概要 
 
第1項 温室効果ガスの削減義務3,4 
温室効果ガス削減を目指した国際的な取り組みは、1992 年に国連で採択された「気候変
動枠組条約」からスタートした。1995 年には、条約の締約国の会議（COP：Conference of 
the Parties）が開催された。なかでも、1997 年に開催された京都会議と呼ばれる第３回
気候変動枠組条約締結国会議（COP3）は、161 カ国の代表が集い CO2などの温室効果ガ
スの具体的な削減数値目標が話し合われたことで注目を集めた。 
 2001 年には、アメリカが自国の経済成長が阻害されることを懸念し、議定書から離脱し
た。温室効果ガス排出量がもっとも高いアメリカの離脱は、他の国の批准にも影響を与え
た。排出量 2 番目のロシアの決断に注目が集まり、同国がアメリカの動きに追随するので
はないかという懸念から発効を危ぶむ声が高まった。しかし、2004 年にロシアが批准を決
めたことで、2005 年 2 月に京都議定書が正式に発効されるに至った。京都議定書では、
1990 年の温室効果ガス排出量を基準とし、参加国それぞれに数値目標が定められ全体で
5.2％の削減を求められている。削減の手法には、省エネルギーの諸方策、環境税の導入、
森林による温室効果ガス吸収分の充当と以下で示す京都メカニズムがあげられる。これら
のうちどの手法を用いるかは参加国の方針に基づくものとなる。 
 
第2項 京都メカニズム 
京都メカニズムの本質は、排出権の配分とその国際的取引を促すことによって温室効果
ガスの削減費用を最小化することである。また、京都メカニズムは先進各国の経済成長を
可能にすると同時に途上国における温室効果ガスの大幅な削減を促進することを可能にし、
環境と経済の両立を図る制度として機能すると期待されている。 
排出権取引制度のメリットとしての環境と経済の両立は規制対象の大気汚染削減活動
に大幅な柔軟性（flexibility）を与えることによって実現されるが、大気汚染削減活動の柔
                                                   
3環境省（2010）『「気候変動に関する国際連合枠組条約」に基づく第 5 回日本国報告書』 
4外務省（1994）「気候変動に関する国際連合枠組条約の要旨」 
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軟性は排出権の取引市場を通じて初めて実現可能になる。したがって、安定的な排出権取
引市場の存在は、この制度が有する潜在的能力を最大化する上で不可欠な条件である5。 
この制度が有する市場原理を取り入れた京都メカニズムによって目標達成のための全
体費用を低下させることが可能になると考えられている。特に欧米と比較して 1990 年当
時であってもエネルギー効率の高かった日本において、持続的発展を遂げながら 6%の削
減目標を達成するためには京都メカニズムを活用する必要がある6。6%の削減を日本のよ
うに限界削減コストの高い国で達成することは難しいが京都メカニズムを活用すれば、日
本国内で削減するのではなく、限界削減コストの低い開発途上国で削減した分を日本の削
減実績に組み込むことが可能でとなる。京都メカニズムは、総削減量は世界的に見れば同
じであるが、先進国と開発途上国における限界削減コストが異なることに着目して温室効
果ガスを削減しようとするものである7。 
日本の場合は、6％の削減目標が課されているが、2012 年度（平成 24 年度）の温室効
果ガスの総排出量が 2013 年 11 月に発表された。2012 年度の温室効果ガスの総排出量（速
報値）は、13 億 4,100 万トン（二酸化炭素換算）で、これは基準年比 6.3%増、前年度比
2.5%増となった。この結果、森林吸収量の目標が達成され、また、京都メカニズムクレジ
ットを加味すると、京都議定書第一約束期間（2008～2012 年度）の 5 カ年平均で基準年
比 8.2％減となり、京都議定書の目標（基準年比６％減）を達成することとなった。 
 削減期間は、第一約束期間として、2008 年～2012 年となっており、その期間に各国が
削減目標を達成できるかどうかということに注目が置かれた。また、ポスト議定書として、
次にどういう目標を掲げていくかといったことにも注目が集まっている。 
 京都議定書には、各国が温室効果ガス削減の目標値を達成するため、以下の 3 つの制度
からなる京都メカニズムと呼ばれる手法が設けられている。 
                                                   
5佐々木良（2004）p.1 
6京都議定書の目標遵守のためには、「AAU+RMU+ERU+CER」の総和≧ 実際の排出量としな
ければならない。 
国としての総排出量＝初期割当量（AAU）＋JI/CDM プロジェクトで発行されたクレジットの
取得分（ERU、CER）＋吸収量（RMU）±排出量取引による排出枠（AAU、ERU、CER、
RMU）の取得・移転分となる。 
7平井克彦（2007）p.36 
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① クリーン開発メカニズム（Clean Development Mechanism 以下、「CDM」）  
② 共同実施（ Joint Implementation 以下、「JI」 
③ 排出権取引制度（Emission Trading 以下、「ET」） 
 
 
（出典）みずほ情報総研
http://www.mizuho-ir.co.jp/publication/contribution/2008/economist080513.html 
 
クリーン開発メカニズムは、付属書Ⅰ国8が排出削減目標値を持たず、その義務も負わな
い途上国において、排出削減事業または吸収源事業に協力するもので、その削減分（また
は吸収増大分）を認証排出削減量（Certified Emission Reduction 以下、「CER」）という
クレジット（排出権）として取得するシステムである。 
 
（出典）みずほ情報総研
http://www.mizuho-ir.co.jp/publication/contribution/2008/economist080513.html 
 
一方、共同実施は、付属書Ⅰ国同士が協力して先進国内で排出削減事業、または吸収源
事業のプロジェクトを実施、その結果生じた排出削減分または吸収増大分をクレジットと
                                                   
8京都メカニズムにおいては、その利用国を付属書Ⅰ締約国（Annex ⅠParties 以下、付属書
Ⅰ国）としている。付属書Ⅰ国とは、京都議定書の参加国のうち、気候変動枠組条約の付属書
Ⅰに記されている先進国および市場経済移行国を指す。 
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して共同実施関係国間で分け合うシステムである。なお、共同実施によって発行されるク
レジットは、排出削減単位（Emission Reduction Unit 以下、「ERU」）と呼ばれる。 
クリーン開発メカニズムと共同実施9が具体的な開発プロジェクトを通じて排出クレジ
ットを取得するのに対し、排出権取引制度はプロジェクトとは関係なく排出クレジット自
体を取引するものである10。 
ここで、排出権取引制度とは以下の 4 種類のクレジットを取引する制度である11。 
・AAU (Assigned Amount Unit) - 各国に割り当てられる排出枠 
・RMU (Removal Unit) - 吸収源活動12による吸収量 
・ERU (Emission Reduction Unit) - JI で発行されるクレジット 
・CER (Certified Emission Reduction) - CDM で発行されるクレジット 
これらのクレジットを 1t/CO2 単位で取引する。排出量を排出枠内に抑えた国や事業で
発生したクレジットを、排出枠を超えて排出してしまった国が買い取ることで、排出枠を
遵守したとされるものである13。 
また、近年は関心の高まりを受けて第三者機関が認証する排出削減量  (Verified 
Emissions Reduction 以下、「VER」) が民間で取引されるようになったが（カーボンオフ
セット、グリーン電力証書など）。これらは一般に京都メカニズムの枠外で行われる取引で
ある。 
 
                                                   
9両制度の特徴を温室効果ガス削減の効果の点からみると、共同実施は、排出削減枠のある先進
国間でプロジェクトの実施を通じて排出権の移転を促し、全体の排出枠総量を一定に保つこと
を保証するシステムである（ゼロサム）。一方、クリーン開発メカニズムは、排出削減枠のな
い途上国で削減された量が排出削減枠に加算されると捉えられることから、世界の総排出可能
量は増加すると考えられる（プラスサム）。クリーン開発メカニズムおよび共同実施の事業主
体は、ともに、政府に限定されるものではなく民間企業が主体となって行われる。（野村佐知
代 2007p.91-92） 
10遠藤悦子（2008）p.17 
11環境省（2005）p.4 
12吸収源活動とは、1990 年以降の植林などで CO2 の吸収源が増加した分を、温室効果ガス排
出量削減に換算し算入するものである。また、吸収源である森林が同年以降に都市化・農地化
などで失われた分は排出量増加として算入される（京都議定書 3 条）。 
・新規植林（Afforestation、過去 50 年間森林がなかった土地に植林） 
・再植林 （Reforestation、1990 年より前に森林でなかった土地に植林） 
・森林減尐（Deforestation、森林を他用途に転換） 
これに加え、マラケシュ合意では「森林管理」「放牧地管理」「植生の管理」を利用すること
も許容された（京都議定書 3 条 4 項）。このため、既存の森林についても  1990 年以降に適切
な管理を行うことで、その森林を吸収分として算入できるようになった。  
13京都議定書は国家間での排出権取引のみを定めている。 
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第3項 京都議定書に基づく企業行動14 
京都議定書に基づいて、政府や企業が開発途上国で温室効果ガスを削減して排出権を取
得する事業が国際的に急増している。日本企業も温室効果ガスの排出権を取得する活動を
本格化させている。日本企業の中には京都メカニズムを活用して海外で排出権を取得して
いる企業も存在する。 
新日本製鉄は中国のフロン工場で、温暖化の原因となる代替フロンの回収事業に、リコ
ーはインドで風力発電事業に参加している。また、王子製紙はマダガスカルで展開する植
林地を温室効果ガスの吸収源として排出権の獲得を考えている。企業はこれらの事業に取
り組んで削減した分を国連の専門機関に登録した上で排出権として獲得できる。そして、
政府は民間から買い取った排出権を温室効果ガス削減目標達成のために自国の削減実績に
加算できることができる。 
なお、日本企業が、クリーン開発メカニズムや共同実施を通じて取得した排出権は、年
換算で約 9 千万ｔに達し、京都議定書で求められる削減量の半分に相当する。取得費用は
4 千億円以上とされ、なかでも、商社が大量に取得しており、政府や自主削減目標に達し
ない企業に販売する計画であるとされる。三菱商事は海外市場開拓のためにアメリカの仲
介大手と連携している。三井物産は排出権を初めて欧州企業に売却し、丸紅は日本企業の
みでなくイギリス子会社を通じて欧州企業に販売している。総合商社各社は、日本が景気
回復に伴って温室効果ガスを削減することが困難になってきているほか、欧州での排出権
取引市場が整備されたのを機に排出権の需要が高まると判断し、排出権取引に乗り出した。
各社はこれまでに開発途上国などで温率効果ガス削減して獲得した排出権を必要とする国
内外の企業に販売している。 
省エネルギーの自主削減努力による排出削減が厳しい日本企業にとっては、高い省エネ
ルギー技術を海外に移転することで排出権を取得できるクリーン開発メカニズムや共同実
施の利用価値が高いことが見てとれる。 
 
 
第2節  排出権取引制度 
 
                                                   
14野村佐智代（2007）p.91-93 
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第1項 排出権取引制度の意義と経緯 
京都議定書が発効し、第一約束期間を終え批准国は第二約束期間に入っている。各批准
国は、省エネを中心とした削減努力を国内で着実に実施しているが、より実効性のある環
境政策として期待されているのが温室効果ガスを対象とする排出権取引制度である。  
排出権取引とは、これまでコストのかからなかった温室効果ガスに価格を付与し、大気
汚染物質の排出許容量を総枠として設定し個々の主体ごとに当該汚染物質を一定量排出す
る権利を割当て、市場においてその取引を認めるものとされている。 
この制度は、価格の調整メカニズムを通じて排出削減を達成するもので、企業は排出権
を買う、売る、排出権を削減するという行動を個々の事情に照らして選択することができ
る。排出権を買った方が削減コストよりも安い場合は、企業は削減投資をするよりも排出
権を買うという行動をとることが予想される。その結果、排出限界コストが安い企業から
順に排出が削減され、社会全体として効率的な削減ができる15。 
ここで、平湯16は排出権取引を「資源の稀尐性（scarcity）から考え、稀尐性の程度に変
化が生じた点に端を発し導入の必要性が高まった制度の 1 つであるとしている。稀尐性と
は量の面でなんらかの制約があることを意味し、需要と供給のバランスから判断され「過
剰性」の対になる表現である。一般に、財（goods）は稀尐性の観点から、「自由財」 と 「経
済財」の 2 種類に区分される。従来、空気・水・土壌などは「自由財」 であり、利用可
能性のある資源が無尽蔵に存在し、困難なく需要に見合う分を得ることができる。 
他方、利用可能性のある資源が有限であり、得るためになんらかの犠牲が必要となるも
のが 「経済財」 である。よって、稀尐性の程度が低いものが 「自由財」、 高いものが「経
済財」であるとした。 
稀尐性の度合いは常に一定ではなく、さまざまな外的環境要因によって変化するため、
当初は「自由財」であったものが、量的制約を受け、利用可能性が制限される「経済財」
に転換する可能性がある。そのような中で、ひとたび財に対して稀尐性を感じると、「所有」
という概念が発生し、所有「権」という権利の獲得や配分が重要な問題となるものである。
その代表的な例が温室効果ガスなどの大気汚染物質にみられる。従来、経済活動の帰結と
して排出される温室効果ガスは、人間及び地球全体に及ぼす影響は考慮されずに無計画に
排出されてきた。よって、排出源の特定や排出量に関する詳細な情報は把握されていなか
                                                   
15遠藤悦子（2008）p.17 
16平湯直子（2007）p.7 
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った。ところが、自然科学だけではなく社会科学、医学をはじめとするさまざまな分野か
ら地球規模の温暖化問題に対する警告がきこえはじめ、自然を顧みない経済活動に非難の
目が向きはじめた現在、温室効果ガスの捨て場所に稀尐性が生じている。稀尐性が高まっ
たという時点で温室効果ガスは従来の「自由財」から所有権をともない「経済財」に変化
したといえ、所有権の規定や配分の問題が新たに生じた。その方法の一つとして導入され
た政策が排出権取引制度であり、同制度は稀尐性に変化が生じる中で発生した、新しい権
利の配分を決定する制度17」であるとしている。 
 そもそも排出権取引制度は、1960 年代末、トロント大学の政治経済学者 J.H.Dales が
環境管理のための取引可能な財産権を提議したことから始まった。Dales の基本構想は、
規制当局が汚染排出の許可証を発行し、この許可証をオークションで売買するというもの
である。その後、様々な学者によって同制度の経済効率的優位性について研究が行われて
きたが、実社会において初めて導入されたのは、基本構想から約 30 年後である。1995 年
に石炭火力発電所から排出される二酸化硫黄（SO2）と窒素酸化物（NOx18）の排出量抑
制のためにアメリカで実施された酸性雤プログラム（1980年の排出水準から約 50％の SO2
排出量を削減することを目標）である。当初、理論的優位性が主張されながらも環境規制
手法として現実において採択されなかった理由としては、環境汚染に対して汚染する権利
を与えるといった構想に倫理的観点からの反対が強かったといわれている。 
 しかし、1980 年代になると各産業分野における民営化に代表される規制緩和の波が押し
寄せる。その波は環境手法に対しても影響を及ぼし、直接規制方式から市場メカニズムを
利用する環境税や排出権取引制度への転換が検討された。とりわけ、アメリカでは排出権
取引制度導入により直接規制より安い費用で基準が約束できることが期待された。規制緩
和の流れに後押しされながら、以前は問題視された倫理的観点より経済効率性が重視され
た結果、排出権取引制度は導入されることとなった。また、環境政策における経済的手法
である環境税や排出権取引制度が採択された他の背景には、汚染物質の濃度規制から総量
規制への転換がある。それまでの環境規制の主流は、大気汚染基準や水質基準などの濃度
基準であった。しかし、基準を満たしているにも関わらず、経済的な活動量の増加から環
境汚染物質の排出総量は増加するという問題に対応するため、総量規制への転換が求めら
                                                   
17平湯直子（2007）p.3 
18NOx（nitrogen oxide 窒素酸化物）は、窒素の酸化物の総称。一酸化窒素（NO)、二酸化窒
素（NO2)、亜酸化窒素（一酸化二窒素）（N2O)、三酸化二窒素（N2O3)、四酸化二窒素（N2O4)、
五酸化二窒素（N2O5) など。 
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れた。アメリカの酸性雤プログラムは当初目標を上回る削減が達成でき、また排出権価格
も予想を下回ったことから「成功した環境政策」 として評価された19。その後、京都メカ
ニズム、欧州での排出権取引制度導入の契機となる。 
 
第2項 排出権について 
ここで、本稿で使用する「排出権」及びその他の用語について整理する。 
従前、「排出権」、「排出量」、「排出枠」、「排出承認（許可）権」、「排出」など、また英
語表記においても、‘Rights Of  Emit’、‘Emission’、‘Allowance’の用語が入り乱れてい
た。2007 年度までに出版されている書籍のタイトル及び新聞の記事においては、「排出権」
が一般的であるが、2008 年度以降「排出量」の表記に統一されるようになっている。排出
量での表記に統一されるようになったのは、経済産業省・環境省や東京都などの行政官庁
が使用するようになったからだと思われる。 
これは、排出権という言葉に温室効果ガスを排出してもよい「権利」というニュアンス
が浸透するのを防ぐためである20。しかしながら、企業会計基準委員会が組織として設置
する専門委員会の名称は「排出権取引専門委員会」と称されている。このように行政官庁
などにおいても統一的に名称が付されているわけではない。 
本稿では「排出権、排出量、排出枠」を使用する際には以下の意義として使用する。 
英語表記 日本語訳 解釈 
Right of emit 排出権 排出することができる権利 
Emissions 排出量 数値として（t）の単位 
Allowance 排出枠 割当てられた排出権の排出上限 
Credit クレジット 割り当て量を下回った場合に、余剰分の排出
権を売買できる部分。 
（出典）日本総研 HP（三木優「排出権初級～排出権・排出量・排出枠～」
http://www.jri.co.jp/page.jsp?id=6967）をもとに筆者加筆。 
英語表記で「emission trading」を直訳すると「排出量取引」が妥当なものとなる。し
かし、排出権取引は「排出した量」を取り引きするものではない。最初に排出権取引の概
念を「land,water,and wnership」の中で説明した Dales によると、「大気という誰でも自
                                                   
19金星姫（2010）p.1 
20また、2001 年のマラケシュ合意では、排出上の権利を与えるものではないとしており、欧州
連合も排出の権利とは認めていない。 
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由に利用できる資源に対して、規制装置として利用できる権利を設定し、それを適切に配
分する事で外部不経済を内部化する」とした。確かに直訳すると「排出量」が尤もらしい
が、実情や本来の意味から本稿では「排出権」として使用することとする21,22。 
 
大気中の二酸化炭素やメタンなどのガスにおいても、「温室効果ガス」、「温室効果ガス」、
「GHG」、「二酸化炭素」、「CO2」などの用語が使用されている。京都議定書において地球
への温室効果をもたらす気体の総称として温室効果ガスとして使用している。以後、ここ
では「温室効果ガス」を使用する。 
 
また、本稿では「排出権取引」が多く使われる。京都議定書において排出権取引は国家
間での交換を前提としているが、本稿の目的はキャップ・アンド・トレード方式での排出
権取引が導入された場合、企業にとって最適な会計処理を考察していくことを目的として
いることから、以後「排出権取引」は企業間での取引において使用するものとする。一方
で、国家間での排出権取引については「ET」として使用する。制度に関する説明の際には
「排出権取引制度」の用語を使用する。ただし、制度名や引用の際には、本来の表示に沿
った表記とする。 
 
第3項 排出権取引の制度概要 
温室効果ガスの排出抑制のアプローチは、排出量の上限を定めたうえで削減を確実に達
成する手法が導入されている状況の中市場メカニズムを活用し、より効率的な削減をめざ
すものであるといえる。排出権取引制度の意義は、市場を通じた取引の末、国間や企業間
で排出削減の限界費用が均等化する点にあり、よって、最適な資源配分がもっとも効率的
に実現することになる。従来、国や企業間において技術水準に大きな差があるため、排出
ガスを 1 単位削減するための費用が大きく異なることとなる。たとえば、A 国の 1 単位の
削減費用が B 国の 1/2 のケースの場合、A 国は 2 単位分の投資を行ったうえで得られた削
減量のうち 1 単位分を、1 単位分から 2 単位分に相当する金額以内で B 国に売却すること
で、B 国は当初の 1 単位分の削減費用よりも低い金額で 1 単位分の削減が可能となる。よ
って、両国合計では当初の各国 1 単位分の投資金額の合計よりも低い金額で合計 2 単位分
                                                   
21野村佐知代（2013）p.72-73 
22三木優（2008）p.1-3 
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の削減が可能となり、尐ない費用で目標削減量が達成されることになる。以上より、より
効率的な技術水準を持つA国と技術水準が务るB国との間で排出権削減費用が均等化する
ことになり、同じ分量の削減がより尐ない費用で効率的に達成されたことになる23。 
 大塚は、排出権取引制度の最大の利点として、「温室効果ガスに価格をつけ、その価格以
下で採ることができる措置を行う経済的インセンティブを与え、尐ない社会的費用で目標
を達成すること（費用効果性）にあり、化石燃料の炭素含有量に応じて課される環境税と
の比較において、①目標達成が確実であること、②利潤を得られる可能性があることを長
所として挙げている。また、制度が継続するものであれば技術開発・技術移転の強力なイ
ンセンティブを与えることになる24」ことを指摘している。 
しかし、排出権取引には様々な取引費用がかかるのが普通である。企業間の私的取引だ
けでなく、規制当局はモニタリングやエンフォースメントを行うために、多くの時間と努
力を注ぐなければならない。このような取引費用が存在する場合、排出権の当初配分は環
境資源の配分及びその経済的価値に大きな影響を与える。それだけでなく、排出権の当初
配分ルールは、企業間の富の分配にも大きな影響を与えることになる。それゆえ、誰に排
出権を配分するかという問題はこの制度をめぐる最大の争点となっている。 
にもかかわらず、排出権取引制度は他のどの政策手段より取引費用のかからない制度と
して評価されている。同時に、取引費用が尐なくなるように排出権取引制度を設計するこ
とがこの制度のパフォーマンスを最大化する上で最も重要な鍵になっている25。 
排出権取引制度は、「キャップ・アンド・トレード方式」と「ベースライン・アンド・
クレジット方式」に大別される。前者は別名、排出目標設定方式とも呼ばれ、温室効果ガ
スの総排出量を設定した上で、個々の国や企業などの排出主体にそれぞれ排出枠を配分し、
その排出権の一部を移転することを認める方式である。過去の排出実績を基準に判断され
るグランドファザリング（実績按分）や公平性・透明性の維持を目的としたオークション
（競争入札）などの配分方法と組み合わされて用いられることが多い（この点は、第 4 節
参照）。 
後者は、別名、排出削減量計算方式と呼ばれ、削減プロジェクトを実施しなかった場合
を基準（ベースライン）として定め、これに対して削減プロジェクトの実施により得られ
                                                   
23平湯直子（2007）p.3-5 
24大塚直（2008）p.28 
25佐々木良（2004）p.5 
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た削減量をクレジットとして認定し、それを売買する方式である。 
京都メカニズムにおける排出権取引は、次の点で 2 つの方式を組み合わせたものと考え
られる。まず、京都議定書の数値目標と基準年の排出量により各国に割当てられた当初割
当量は、各国にかぶせられた「キャップ」であり、その下で排出権を、取引することは「キ
ャップ・アンド・トレード方式」と等しい。また、クリーン開発メカニズムや共同実施の
削減プロジェクトを行い、ベースラインとの比較によって発行されたクレジットである
ERU や CER を取引することは「ベースライン・アンド・クレジット方式」に相当する26。 
 
 
第3節  ベースライン・アンド・クレジット方式の概要 
 
ベースライン・アンド・クレジット方式とは、企業が温室効果ガス排出削減プロジェク
トを実施したものを当該プロジェクトによる削減達成分を認証機関がクレジットとして認
証し、取引を認める方式のことである。この方式は排出権取引の 1 つの方式だが、キャッ
プ・アンド・トレード方式に対してベースライン・アンド・クレジット方式は個々の主体
に対しての排出枠というものが設定されず、温室効果ガスの削減プロジェクトの実施効果
（排出削減量）をクレジットとして認定しこのクレジットを取引する。 
キャップ・アンド・トレード方式と異なり、どのくらい削減されたかが認証された後、
クレジットが発行される。その際に認証その他に取引コストが余計にかかる場合が多いと
される。ベースライン・アンド・クレジット方式は、削減達成分をクレジットとして取引
するものであるから、その取引に対象となるクレジットは、ERU、CER、および RMU の
3 つである。対して、キャップ・アンド・トレード方式では、AAU が対象となる。 
ベースライン・アンド・クレジット方式によってクレジットを取得するということは「ベ
ースライン」排出量を下回った分をクレジットとして取得するということである。例えば、
日本において実施すれば削減コスト lt 当り 10 万円と高コストになる日本企業が京都メカ
ニズムでのクレジット取引を活用し限界削減コストが 1t 当り 1 万円と低コストですむ開
発途上国で排出削減プロジェクトを実施し、削減した分がクレジットとして発行され、そ
れを日本の削減に組み込む。このことによって、低コストでクレジットを取得することが
                                                   
26野村佐智代（2007）p.93 
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可能となる。 
 
第4節  キャップ・アンド・トレード方式の概要 
  
 キャップ・アンド・トレード方式に基づく排出権取引には、以下の特徴（IFRIC3.para.1）
がみられるとされる。 
・排出権取引に参加している企業は、排出権の削減目標を一定の水準（キャップ）とし
て定められる。企業は、政府またはその他の公的機関によりそれぞれのキャップに応
じた排出権の割当てを受ける。排出権は無償で割当てられる場合も、企業が政府等に
一定の金額を支払う場合もある。 
・排出権取引は予め設定された一定の期間に渡って運営される。 
・企業は排出権を自由に売買できる。 
・企業は期間終了時点で実際の排出量が排出権に規定された量を超過した分につき、ペ
ナルティを課される。 
・排出権取引によっては未使用の排出権を将来に繰越すことが可能な場合もある。 
・排出権取引によっては、企業ではないブローカーを介在させた排出権の売買が認めら
れる場合もある。 
キャップ・アンド・トレード方式がその取引の対象とする排出権は、当初割当量（AAU）
となる。排出権を割当てられた企業は、キャップ以下に排出量を削減する義務を負う。 
例えば、政府等の規制機関によりそれぞれ 100ｔの温室効果ガス排出権を割当てられた
企業 A および B があったとする。そして、企業 B の実際排出量が 90ｔ、企業 A の実際排
出量が 110ｔであった場合、企業 AB 間で 10ｔの排出権を取引するならば、全体としての
温室効果ガス排出枠 200ｔの目標は達成されたとみなされる。また、実際排出量が 110ｔ
であった企業 A 社は 100t 以下に排出量を削減する義務を履行したものとみなされる27。 
                                                   
27赤塚尚之（2004）p.174 
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（出典：環境省 排出削減クレジットにかかる会計処理検討調査事業） 
このようにキャップ・アンド・トレード方式の排出権取引制度は、政府等が直接的に排
出量の総量をコントロールできるという他の経済的手段にはないメリットを持っているた
め、他の政策よりも有効な政策手段であると考えられている。しかしながら現実に目を向
けると、排出権取引制度は爆発的な普及はしていない。その理由として、経済学者が排出
権取引制度の優位性を主張する際に、根拠としてきた理論的分析のほとんどが関係する全
ての市場を完全競争的であるという、現実とはかけ離れた仮定に基づいたものであったこ
とが挙げられる。 
なお、排出権の当初割当てであるキャップの割当て次第で、排出権が割当てられた各排
出主体に不衡平感が生じ、キャップ・アンド・トレード方式の合意が困難になる。そこで
割当てに関するさまざまな方式も提案されている28。 
 ①過去の排出実績ベースで無償割当てを行う、グランドファザリング方式では、各排出
主体の費用負担が小さくなる。一方で、過去の排出削減努力が反映されず、不衡平感が大
きくなる可能性ある。逆に制度導入前に排出量を増やそうとするインセンティブが働く可
能性があり、新規参入者への割当てが困難なものとなる。 
 ②排出権の当初割当を競争入札によって有償で実施する、オークション方式では、不衡
平感は小さくなる。一方で、理想的な状況では排出権取引が生じないことになり、キャッ
プ・アンド・トレード方式の意義が低下する。また、各排出主体の費用負担が大きくなる。 
 ③標準的な基準排出量を推定しそれに基づき配分する方法である、ベンチマーク方式で
は、各排出主体の費用負担が小さく、不衡平感は比較的小さくなる。一方で、将来に対す
る予測が困難なものとなる。 
最後に、ベースライン・アンド・クレジット方式とキャップ・アンド・トレード方式に
                                                   
28地球環境産業技術研究機構（2007）p.3 
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共通する点は、排出枠の割当てについてである。両者の排出枠の割当ては、取引期間が開
始するときに交付が行われる。 
異なる点は、排出権がどの時点で認識され、取引が可能となるかという点である。ベー
スライン・アンド・クレジット方式は、排出権が割当てられた期間の実際の排出量が確定
してから排出枠と実際排出量の差分が排出権となり、取引が可能となる。一方、キャップ・
アンド・トレード方式では、排出権の割当てを受けると割当てられた排出枠は排出権とし
て取引が可能となる。しかし、取引期間の末には実際排出量と同量の排出権を保有してお
かなければならないという制約が存在する。ベースライン・アンド・クレジット方式は、
排出権の確定時には実際排出量に見合う排出権の規制当局への引渡は完了しているため、
取引にあたってキャップ・アンド・トレード方式のような制約はない。 
29 
 
  
                                                   
29 遠藤真弘（2008）p.3 
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第2章 市場動向等 
 
第1節  各国における排出権市場の整備状況30 
 
2005 年に開始された EU-ETS が牽引車となって、世界の排出権取引市場は拡大を続け
ている。世界銀行の報告書「State and Trends of the Carbon Markets31」によれば、世界
全体の排出権取引量は 2011 年には過去最高の 103 億 t-CO2 に、2005 年を基準とした場
合には取引額も約 17 倍を超えている32。 
この期間にはサブプライム問題やリーマン・ショックによる世界経済の全体的な冷え込
みがあり、市場において活発なプレーヤーであった金融機関が破綻した。また、EU-ETS
におけるスポット市場での取引価格（炭素価格）は、厳しい財政事情により EU 企業が資
金調達目的で余剰排出枠（European Union Allowance 以下、「EUA」）を資金化したため、
2013 年 5 月に最安値をつけた。2010 年 5 月の同報告書は、EUA の高いボラティリティに
より、低炭素・排出削減プロジェクトに対する投資意欲が妨げられることを懸念している
が、EU-ETS が排出量の削減という主たる目的の達成に成功し、温室効果ガス排出削減の
ための世界的な取引体制に向けた実行可能なモデルを示しているとして評価している33。 
ここでは、各国の排出権取引市場の成り立ちから現状までを述べる。 
 
第1項 United Kingdom（イギリス）34 
United Kingdom（以下、「イギリス」）では、京都議定書の発効を待たずに世界で初め
て全産業を対象とする包括的な排出権取引制度である UK-Emissions Trading Scheme（以
下、「UK-ETS」）を開設し、2002 年 3 月に国家単位での国内取引を開始し 2002 年 4 月 1
日から 2006 年 12 月まで実施され、以降は 2005 年 4 月から開始されている EU‐ETS へ
引き継がれている。実際、温室効果ガスを対象とした欧州における国内排出権取引制度の
導入は 2001 年から実施のデンマークが先陣であるが、UK-ETS は大手企業間での温室効
果ガス排出権取引スキーム（First Economy-wide greenhouse gas emissions trading 
                                                   
30環境省（2011d）p.1-3（2012a）p.1-3 
31環境省（2012a）p.1-2 
32環境省（2010d） 
33環境省（2008a）p.1 
34地球産業文化研究所（GISPRI）（2000a）p.1-4（2000b）p.1-3 
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scheme）と表現されている。 
温室効果ガス削減を効率的かつ効果的に達成することを目的に EU での制度設計に先駆
けて一足早くイギリス内で試行的に実施したという性格が強く、EU-ETS の導入を見据え
て、世界においてイギリスが排出権に関するフロンティアになること、国内の企業の早期
経験を今後の国際競争で有利に利用し、 将来的にはロンドンが国際間排出権取引市場の中
枢になることを導入のねらいとしているといわれた35。 
UK-ETS の特徴的な点の第１は、参加主体として、①直接参加者、②協定参加者、③プ
ロジェクト実施者、④その他、の計 4 タイプがあるが、取引の中核的役割を担うことを期
待されたのは直接参加者の存在である。 
 直接参加者とは、排出権取引に参入するにあたって、拘束力を持つ排出削減目標を特別
に設定する企業のことである。直接参加企者は、政府から約束期間当初に排出目標に応じ
た排出割当の配分を受けるが、約束期間終了後にその期間の実績排出量が取引後の排出割
当残高を超過しなかったことを証明しなければならない。実績排出量に対して手持ちの割
当残高が不足すれば市場で調達することができるし、逆に余剰ができれば売却することが
できる。この直接参加制度の特徴は、制度に参加することは自由で排出削減目標のハード
ルの高さを決めるのも自由だということである。ただし、制度に参加した企業に対しては、
排出削減受け入れの報償として、政府からのインセンティブ（報奨金）が支給される。報
奨金支給額の決定は、排出削減量の入札において、あらかじめ決められた報奨金総額を各
企業の入札削減量に応じて配分するという方式で行われた36。 
 イギリスの温室効果ガス排出権取引の第 2 の特徴は、対象ガスを CO2のみでなく 6 種類
の温室効果ガスすべてとしたことである。第 3 の特徴は、気候変動税同様、いわゆる「下
流部門」（エネルギー消費部門）の事業系排出源を対象としたことである。このため、数の
限られた「上流」燃料輸入・生産業者を対象にした場合と比べて、排出権取引の対象企業
は尐なくとも 6000 社（直接参加企業数と CCA37協定企業数）と極めて多い。これと比較
                                                   
35平湯直子（2007）p.5-9 
36環境省（2008c）p.2-5 
37気候変動協定（Climate Change Agreement 以下、「CCA」） とは指定したエネルギー集約的
製造業に属する企業が施設ごとに政府と取り交わす協定で、企業はそのなかで温室効果ガス排
出量またはエネルギー使用量の削減目標を設定する。企業がこの削減目標を達成した場合には、
重い負担であった CCL の税率が 80％軽減される。気候変動税（Climate Change Levy 以下、
「CCL」）は温暖化対策を目的としたエネルギー税（環境税）で、2001 年 4 月から実施された。
課税対象は産業系のいわゆる「下流部門」（エネルギー消費部門）で、発電事業などのエネル
ギー転換部門、および自動車等の運輸部門は対象外である。また事業系のみを対象としている
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して、デンマークの対象企業数は 8 社、シカゴ気候取引所の参加表明企業数は 2002 年１
月現在、28 社＋2 都市である38。 
以上のことから、UK-ETS は産業界に課された重い税とそれに対する政府との協定によ
る減免措置を受け、目標達成に活用が認められている排出権取引制度の整備が急速にイギ
リス国内で進展した。そして UK-ETS は EU-ETS へと引き継がれていく。 
 
第2項 欧州連合（EU）39 
EU-ETS は、EU が京都議定書で課された 1990 年比 8％の温室効果ガス排出削減を効率
よく達成することを目的として、2005 年 1 月 1 日より開始された世界で初めての多国間
にわたる排出権取引制度である。 
従来、排出権取引に対して批判的なスタンスを維持してきた EU は、2001 年を境に方針
を転換し、域内排出権取引スキームの検討に入った。2002 年 12 月に EU の法案提出・行
政機関である欧州委員会と加盟国間の意見調整の場である閣僚理事会の間で合意に達し、
2005 年 1 月から取引が開始された。この概要について以下に示す40。 
EU‐ETS は、合計排出量が EU の温室効果ガス排出量の半分近くになる41。さらに 2004
年に EU 加盟する東ヨーロッパ諸国も加入し、世界の温室効果ガス排出の 10%程度にも達
する（約 20 億 t-CO2）42 。 
EU-ETS は、企業による温室効果ガス排出総量に上限を設定し、加盟各国がそれぞれの
国別割当計画（National Allocation Plan＝NAP）に基づき欧州連合排出枠（European 
Union Allowance＝EUA43、以下、「EUA」）を割当てられる。対象企業は、自身の排出が
同排出枠内でとどまった場合余剰排出枠を売却できるが、反対に排出量が上回った場合に
は、目標約束のため排出権を市場から購入することができるという制度である。実際の排
                                                                                                                                                          
ため家庭部門は含まれていない。このような重いエネルギー税制はエネルギーを多く消費する
産業を強く圧迫する。そのため気候変動税では、これらエネルギー集約的業種に対して CCA
に基づく税額軽減措置のオプションが設定された。CCA は多くの場合、業種ごとに政府との交
渉が行われ、目標はエネルギー使用絶対量または生産物の産出高あたりのエネルギー使用量
（相対量）で決められる。結果、約 6000 社の 13000 施設が CCA を締結し、温室効果ガスを
排出する主要な企業の生産施設がほぼ網羅された。 
38環境省（2008b）p.1 
39環境省（2006a）p.18-26 
40環境省（2011a）p.1 
41EU（2008）p.1 
42山口健一郎（2003）p.589 
431EUA は CO2 排出 1t に換算される。 
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出が与えられた、もしくは購入した排出枠を上回った場合には、その違反企業は罰金を支
払わなければならない。このようなスキームから、EU-ETS はキャップ・アンド・トレー
ド方式とされる44。 
対象となる温室効果ガスは CO2に限定され、25 カ国の約 5000 社、１万 1500 カ所の大
量排出事業所が EU-ETS の対象となっている。本制度は 2005 年から 2007 年までの第１
フェーズ、2008 年から 2012 年までの第 2 フェーズは、2008 年から始まる京都議定書の
第一約束期間と重なる。また、第 3 フェーズ 2013 年から 2020 年までとなり京都議定書の
第二約束期間と重なる。 
2013 年以降の第 3 フェーズでの EU-ETS は、規模の成長だけではなく、域内企業の活
動にさまざまな影響を与えるようになり、EU 首脳会議は 2013 年以降の EU-ETS 第 3 フ
ェーズの概要も含めた気候変動パッケージを合意し、EU-ETS は継続している。 
欧州首脳会議での主な合意内容としては、EUA の分配は、2013 年以降は 2010 年を基
準年として、毎年前年比 1.74％削減、2013 年以降、電力業界は基本的に 100％オークシ
ョン方式による分配、他の産業へは基本的には無償配当を継続し、オークション比率を徐々
に引き上げるものの、すべてオークションとするタイミングは 2027 年とされた45。 
 EU-ETS では、需給不均衡・排出枠の割当の不平等・マネーゲーム・制度の欠陥等の問
題が表面化したが、ポスト京都の合意の有無にかかわらず、排出権取引制度の改善・改革
の努力を続け排出権取引制度の定着を図っている。 
 
第3項 北米46 
 アメリカでは、1980 年代に、オフセット47、ネッティング48、バブル49、バンキング50が
                                                   
44環境省（2008） 
45環境省（2013a）p.1（2013b）p.1-3（2013c）p.1-5 
46環境省（2006b）p.5 ,10,28-30 
47環境基準が未達成なため既存の排出源からの総排出量を減らさなければならない地域でも、
既存の排出源からの排出を多めに減らせば新規の排出源の建設や既存の排出源の改造による
排出の増加を認める制度。 
48施設を改造して排出が増える場合でも同一の排出源の中の他の排出ポイントの排出を削減し、
その排出源のネットの排出が大きく増えなければ、排出の環境影響評価などの新規審査を免除
する制度。 
49個々の排出ポイント（この時、排出基準は個々の排出ポイントごとに課せられていた）に対
する排出基準の合計を超えないという前提のもとで、各排出ポイントの排出量の調整を認める
制度。 
50当面の取引が必要とした以上の排出削減を行っても、余剰の排出権を将来のために貯めるこ
と、あるいは、後の排出の増大に備えて、予め排出を削減しておく制度。  
-27- 
 
排出権取引プログラム（Emissions Trading Program）としてまとめられ、1990 年からは、
酸性雤対策として、全米の発電所を対象に二酸化硫黄の排出権取引を導入した51。 
 アメリカ酸性雤プログラムは、大気汚染物質の着実な削減という環境改善効果と汚染物
質削減費用の節約という経済効果を同時に達成した点で高く評価されている制度でもある。
このような成果は、従来の直接規制的な大気汚染対策とはまったく異なる制度設計や排出
権の活発な取引によってもたらされたものである52。 
 しかしながら、京都議定書に批准していないアメリカでは、温室効果ガスの排出権に関
する連邦レベルでの順守規制はないに等しい53。一方で、州や民間レベルで排出権に関す
る動きはある。 
 温室効果ガスに関して､尐なくとも 39 の州が既に削減政策を先行的に導入している｡こ
こには、カナダの各州も含まれる。州レベルでの取り組みの方向性にはバラつきがあり、
これはその州がどのような産業を抱えているかに大きく左右される54とされる。 
 北東部地域温室効果ガスイニシアティブ（Regional Greenhouse Gas Initiative 以下、
「RGGI」）は、北東部 10 州55による排出量取引制度で、2005 年に制度設計の覚書が公表
され、2009 年 1 月から開始された。大規模発電所からの温室効果ガス排出量に上限を課
し、2009 年から 2014 年までは対象の発電所全体の許容排出量を現在のレベルで維持し、
その後、2018 年末までの 4 年間に 10％削減することを目標にしている。この制度の特徴
は、オークションにより排出枠の割当が行われる。RGGI 参加州は、排出権の最低 25％を
オークションにより販売し56、アメリカとカナダで原子力発電所の増設を推進させる観点
からも、極めて重要な制度と考えられいる。2009 年からの第一約束期間(2009-2011 年)が
                                                   
51新澤秀則（1992）p.1 
52鄭成春・寺西俊一（2001）p.20 
532009年 3月、米国下院のワックスマン議員とマーキー議員がエネルギー自給率の拡大や GHG
排出削減を目指す包括的な法案（通称ワックスマン・マーキー法案）を発表した。米国の GHG
排出削減目標として、2005 年比で 2020 年までに 20％削減、2050 年までに 83％削減を掲げ、
目標達成のためキャップ・アンド・トレード方式の排出権取引制度の導入を提案した。同様の
法案は 2009 年 9 月（通称ケリー・ボクサー法案）及び 2010 年 5 月 （通称ケリー・リーバー
マン法案）にも発表されたが、いずれの法案についても法案成立には至らず、米国第 111 議会
（2009～2010 年の 2 年会期）の閉会に伴い廃案となった。 
54佐々木良（2004）p.32-33 
55コネチカット、デラウェア、メイン、メリーランド、マサチューセッツ、 ニューハンプシャ
ー、 ニュージャージー、ニューヨーク、ロードアイランド、バーモントの 10 州。2011 年ま
では 10 州が取引に参加、その他米国 1 州、カナダ 3 州の計 4 州がオブザーバー参加していた
が、ニュージャージー州が 2011 年末に RGGI から脱退し、2013 年 9 月現在の参加州は 9 州と
なっている。 
56環境省（2008d）p.1-3 
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終了し、第二約束期間(2012-2014 年)が開始されている57。また、2008 年から 2013 年 9
月までに 20 回のオークションを実施し排出権の割り当てを行った。 
 西部気候イニシアティブ（Western Climate Initiative 以下、「WCI」）は、2007 年 2 月
に西部 5 州58の参加で開始された。同年 8 月の地域目標に関するステートメントでは、①
参加各州の合計で 2020 年までに温室効果ガス排出を 2005 年比で 15%削減する（参加各
州は 2020 年までの中期、2050 年までの長期目標を設定する）、②排出削減対策は、複数
のセクターを対象とする市場ベースのメカニズムで行われ、すべてのセクターによる行動
を含み対象は 6 つのガスとすることが示されている59。また、2010 年 7 月、キャップ・ア
ンド・トレード方式の排出権取引制度の詳細設計を公表し、参加各州の合計で、2020 年ま
でに温室効果ガス排出の 2005 年比 15％削減を目標に掲げている。WCI は、様々な業種を
カバーするキャップ・アンド・トレード方式で、特に農業での良い慣行を通じた炭素固定
化の推進、炭素回収・隔離への投資、エネルギー効率化を推進していくことに重点を置き、
2012 年から導入されている60。 
 中西部地域温室効果ガス削減アコード（Midwestern Greenhouse Gas Reduction 
Accord 以下、「MGGRA」）は、2007 年 11 月に発表されたアメリカ中西部州の温室効果ガ
ス排出削減のイニシアティブで、発足時点で 7 州が参加61している。2020 年までに参加地
域全体の温室効果ガス排出を 2005 年比 20％削減と、キャップ・アンド・トレード方式型
排出権取引制度の活用を目標に掲げ、以下を志向している62。 
 ①参加各州の削減目標と削減時期との整合性を有した地域削減目標の設定  
 ②市場ベース・複数セクターを対象とするキャップ・アンド・トレード方式の制度開発 
 ③他制度とのリンク可能な体制。 
 合意文書には、非参加州への生産と排出のシフトを減尐させること、過去及び現在に行
われた温室効果ガス削減の取組みを優遇すること、将来設立される連邦制度との連携また
                                                   
57環境省（2009d）p.1-2 
58現在は、米国西部７州及びカナダ 4 州が参加。米国がアリゾナ、カリフォルニア、モンタナ、
ニューメキシコ、オレゴン、ワシンン、ユタ。カナダがブリティッシュ・コロンビア、マニト
バ、オンタリオ、ケベックの計 11 州が加盟。他に米国、カナダ、メキシコの 14 州がオブザー
バーとして参加。 
59環境省（2008e）p.1-4 
60環境省（2010b）p.1-4 
61米 6 州（イリノイ、アイオワ、カンサス、ミシガン、ミネソタ、ウィスコンシン）及びカナ
ダ 1 州（マニトバ）が参加。他に、米国とカナダの 4 州がオブザーバーとして参加。 
62環境省（2009c）p.1-6 
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は統合の可能性について検討することが示されており、過去との連続性を慮った将来志向
が表れている。また、2012 年から導入されており、2020 年までに 2005 年比 20％削減、
2050 年までに 2005 年比 80％削減の削減目標を設定している63。 
 カリフォルニア州地球温暖化対策法  （ California Global Warming Solutions 
Act .Assembly Bill No.32 以下、「AB32」は、2006 年に成立し、2012 年からの導入して
いるアメリカ初の温室効果ガス削減法で、2020 年までに温室効果ガスの排出量を 1990 年
レベルに削減するという目標を掲げている64。AB32 では、2020 年時点において同州の温
室効果ガス 排出量の 85％を占めると予想される電力、運輸、石油精製、農業などの産業
分野が対象となる。この法では排出上限規制（キャップ）を 2012 年から導入（目標：2020
年までに 1990 年比±0%）と 2008 年から主要排出源からの排出権報告義務を導入が定めら
れる65。 
2012 年 1 月にキャップ・アンド・トレード制度規則が施行され、2013 年より排出削減
義務の遵守が開始される。また、同州は WCI に参加しており、2013 年 6 月、ケベック州
とのリンクに関する内容を含む制度規則の改正を承認し、4 回のオークションを実施した66。 
 RGGI、WCI、MGGRA、AB32 は、州レベルでの制度であるが、企業や地域・団体レベ
ルでの取組みであるアメリカ気候行動パートナーシップ（United States Climate Action 
Partnership 以下、「USCAP」）が 2007 年 4 月に発足している。気候変動への挑戦を「ア
メリカ経済にとって、リスクというよりもより多くの経済的機会の創造へ我々を導くもの
である」と考える USCAP は、温室効果ガス排出の大幅な削減を可能ならしめる法律の制
定を連邦政府に呼びかけることを目的として結集した大企業と先導的な気候・環境団体に
よる拡張的な同盟組織である。2010 年 10 月 7 日時点で、28 の組織がメンバーとして名を
連ねている。排出権削減目標達成のためには、連邦レベルでのキャップ・アンド・トレー
ド方式が最も強力な手段であり、連邦政府にキャップ・アンド・トレード等の排出削減の
制度化を求めている。 
また、アメリカでは、排出削減目標を排出権取引で達成しようという仕組みがあり、シ
カゴ気候取引所（CCX）は 2003 年 12 月に開始され、アメリカを中心として企業・自治体・
大学など 120 以上の団体が実施する自主参加型排出権取引市場である。参加者は、キャッ
                                                   
63環境省（2010c）p.1-8 
64環境省（2010a）p.1-3 
65環境省（2013d）p.1,5-6（2009b）p.1-3 
66環境省（2012b）p.1-3 
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プ・アンド・トレード方式による温室効果ガスの排出削減について法的拘束力のある契約
を結ぶ。2003～2006 年（第 1 フェーズ）に 1998～2001 年の平均温室効果ガス排出量か
ら毎年 1%ずつ削減し、2006 年に 4%減にする。また、2007～2010 年（第 2 フェーズ）に
は、1998～2001 年の平均排出量または 2000 年の排出量の 6%減に設定していた。取引可
能な排出権は、当初割当を売却する排出権と削減プロジェクトから発生する削減排出権の
2 種類がある。この CCX が扱う取引証券は CFI（Carbon Financial Instrument；１単位
は温室効果ガス 100t の排出量に相当）と呼ばれ、企業は排出量報告書を提出し、全米証
券業協会（NASD）が削減量の検証を実施する67。 
 2013 年 6 月、オバマ大統領は温暖化対策行動計画を発表し、同時に発表した覚書の中
で大統領はアメリカ合衆国環境保護庁（United States Environmental Protection Agency）
に対し、新設の発電所に対する新たな CO2 排出基準案の作成等を実行するよう命令を出し
グリーン・ニューディールを進めている。 
 
第4項 その他の地域 
2007 年にリスボンで設立された国際炭素行動パートナーシップ（International Carbon 
Action Partnership 以下、「ICAP」）は、義務的なキャップ・アンド・トレード方式の実
施を通じて排出権取引市場の発展に実践的に寄与する国または地域で構成される協同組織
である。地域排出権取引市場の設計や相互リンクの可能性について検討し、その障害を特
定して解決策について議論することで、究極的には統一されたグローバルな排出権取引市
場を志向している。 
加盟には、排出権取引制度の実施もしくは実施を約束していることが条件となっており、
2010 年 8 月現在で 29 の組織が加盟している。ICAP 加盟状況68について、先進国の占め
る程度を OECD の加盟 30 カ国でみてみると、国単位ではオブザーバーの日本と韓国を含
めてちょうど半数の 15 カ国が参加しており、これにカナダとアメリカから州参加が加わ
った形となっているアメリカ・日本等が国レベルでの参加が難しい状況が今後しばらく続
いたとしても、両国の企業は加盟組織を通じて取引が可能であり、また、未加盟 EU9 カ
                                                   
67佐々木良（2004）p.31-32 
68アメリカ、カナダともに全州の約 62％（アメリカ 31 州、カナダ８州）が、キャップ・アン
ド・トレード方式の RGGI、WCI、MGGRA のいずれかに加盟もしくはオブザーバー参加。EU、
ニュージーランド、WCI、RGGI 等が排出量取引の共通化を視野に情報共有している。日本政
府はオブサーバー参加。2009 年 5 月には、東京都が正式メンバーとして加盟。 
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国には旧東欧の 4 カ国が含まれているため、実質的には ICAP を先進国の半数以上が参加
するグローバルな組織体制となる。したがって、欧州委員会が主張するような全世界対象
の排出権取引市場は、ICAP に蓄積された知見と経験を踏まえて、統合的に創設される見
込みが高い69とされる。 
 以下、ICAP 加盟国を中心に世界的な排出権取引市場の動向について述べる。 
 カナダでは、ケベック州排出権取引制度が 2011 年 12 月に開始され、キャップ・アン
ド・トレード方式での排出量取引制度規則を採択した。2013 年より排出削減の義務遵守開
始した。同州は WCI に参加しており、カルフォルニア州とのリンクに向けた制度規則修
正案を発表し、2012 年 12 月に承認70している。 
オーストラリアは、連邦政府が京都議定書に批判的な姿勢を示しているが、連邦議会で
は野党の労働党がすべての州政府の政権を握っており、州レベルではむしろ京都議定書に
積極的である。政権交代によって京都議定書への参加を含めて大きく温暖化対策の政策転
換を図ったオーストラリアは、2011 年 11 月、議会は 18 の法律から構成される気候変動
に関する包括的な「クリーンエネルギーパッケージ法」を採択した。その柱となる「クリ
ーンエネルギー法（Clean Energy Act 2011）」は、炭素価格付け制度（排出量取引制度）
等について規定しており、2012 年４月から施行された。同法に基づき、具体的な規則で
ある「クリーンエネルギー規則（Clean Energy Regulations2011）」も定められ、2012 年
7 月に排出権取引が開始された。2012 年から固定価格により排出枠を販売、2015 年より
市場価格によるキャップ・アンド・トレード方式での排出量取引制度に移行予定である71。
オーストラリアニューサウスウェールズ州は 2003 年より電力会社（送配電事業者）に対
して、2007 年までに電力源単位を 2003 年比 16%減とすることを求める排出権取引を発足
させていた。連邦政府による炭素価格付け制度導入に伴い、2012 年 7 月 1 日をもって終
了した。制度設計については、キャップ・アンド・トレード方式、ガス及びセクターを可
能な限り広くカバー、他国とのリンク、といった原則を掲げ、2015 年からニュージーラン
ドとのリンク及び EU-ETS とのリンクが開始される予定でいる72。 
ニュージーランドでは、ニュージーランド排出量取引制度（NZ-ETS）が 2008 年から開
始された。2008 年に森林部門に対し制度を導入、2010 年にはエネルギー、液体化石燃料、
                                                   
69環境省（2010）p.32-33 
70環境省（2012c）p.1-4 
71環境省（2011b）p.1-5 
72環境省（2013e）p.1-2 
-32- 
 
産業プロセス部門へ、2013 年には合成ガス、廃棄物部門へと新たに対象を拡大した。今後
は、農業部門へと広げられ、以後 2015 年まで順次対象部門を拡大予定である73。 
韓国では、2010 年に国会で低炭素グリーン成長基本法（Framework Act on Low Carbon, 
Green Growth）が可決された。これは国内排出権取引制度が試行的な位置づけではなく、
初めから本格的な「フルスケール」の制度として設計されている74。グリーン成長基本法
では、キャップ・アンド・トレード方式の排出権取引制度を導入することが規定され、こ
の規定を受けて政府は、キャッ プ・アンド・トレード方式の国内排出権取引制度の導入を
規定した「温室効果ガス排出権取引に関する法律案」を 2011 年 4 月に発表した。2012 年
5 月、同法律が国会で成立し、2015 年 1 月から制度が開始される。第一約束期間は 2015
年～2017 年、第二約束期間は 2018 年～2020 年、以後の期間は 5 年間とされる75。 
中国政府は、2011 年 3 月に発表された国民経済と社会発展第第 12 次五カ年計画 （2011
～15 年）において、第 21 章「地球気候変動への積極対応」を独立して設け、地球規模の
気候変動への積極的対応を大きく打ち出し、そのための施策として排出量取引市場を逐次
確立していくことを明確にしている。こうした国レベルでの決定を受け、2012 年 1 月、
国家発展改革委員会（NDRC）の気候変動事務局は、「炭素排出権取引モデル事業の展開に
関する国家発展改革委員会弁公庁の通知」と題する通知を公表し、北京市、天津市、上海
市、重慶市、広東省、湖北省、深圳市の 2 省 5 市において試行的に排出権取引パイロット
事業を実施している。同通知により、パイロット事業実施地域は、制度規則や温室効果ガ
スのキャップ設定（総量抑制目標の設定）、割当計画の策定、登録システムや取引プラット
フォームの構築などを実施することが求められる。北京市が 2012 年 3 月パイロット事業
の制度案を発表し、2012 年 9 月には広東省がパイロット事業を開始するなど、各地域に
おける取組が始まっている。また、2013 年 6 月には深圳市が最も早く実際の排出枠の取
引を開始した。また、パイロット事業の対象ではない杭州市でも、排出量取引制度の導入
に向けて規則を整備している。こうした各地域でのパイロット事業の実施を経て、国レベ
ルで 2016 年以降に排出権取引制度が導入される予定でいる76。 
 中国と並ぶアジアの大国であるインドは、PAT（省エネ達成認証スキーム）と呼ばれる
エネルギー消費効率による法的な規制の導入を決めている。2015 年までに年間 9800 万 t
                                                   
73環境省（2013f）p.1-3（2011c）p.1-5 
74環境省（2012d）p.1-3 
75環境省（2013g）p.1-3 
76環境省（2012e）p.1-3 
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の温室効果ガスの削減を目指す。制度開始当初はエネルギー効率の規制のみだが、2015
年以降は目標以上に達成できた部分を取引できるようにする予定であり、一種の排出権取
引といってもよい仕組みとなっている。 
 また、台湾においても、温室効果ガス（CO2 に限定）排出権取引のプラットフォームが
既に完成しており、フルスケールの制度の導入については、関連法案の成立後、3〜5 年度
に導入されるとの見通しとされる。 
 タイでは、政府が日本の「J-VER （オフセット・クレジット）」制度を参考にした「T-VER」
制度の 2013 年開始に向けて準備を開始している。温室効果ガス管理機構（Thailand 
Greenhouse Gas Management Organization 以下、「TGO」）は 2020 年に向けて国内排
出権取引制度にも高い関心を持っており、日本の自主参加型国内排出量取引制度（Japanʼs 
Voluntary Emissions Trading Scheme 以下、「J-VETS」）のタイへの適用について検討を
行っている。 
 インドネシアでも、J-VER を参考にしたヌサンタラ炭素スキーム（NCS）の設立が国家
気候変動評議会（DNPI）から発表された。インドネシアでは、クレジット制度で国内の
排出権取引市場の基盤整備をした後で、国内排出権取引制度についての検討を開始する予
定である。  
こうした排出権取引制度の導入を中心とする排出権取引市場形成の動きは、程度の差こ
そあれアジア諸国に大きく広がりつつある77。新興国でも排出権取引制度やフィードイン
タリフ78など、さまざまな官製市場79が創られ始めており、今後も増加することが想定さ
れる。これまで日本は、アジア随一の環境先進国として自他ともに認める存在であり、2012
年までの京都議定書第一約束期間でも削減目標を負っていたのは日本だけであった。しか
し、2011-12 年を境として、この構造が大きく変わろうとしている。 
 
 
                                                   
77二宮康司（2012）p.62-63 
78再生可能エネルギーなどの競争力はないが、政策的に導入量を増加させたいエネルギーに対
する優遇制度の一つ。具体的には発電された電気を通常よりも高い価格で一定期間（15～20
年間程度)買い取ることを政府が約束する制度。買い取りに要する費用は、電気料金に転嫁され
て需要家が負担する。高い買い取り価格と政策的な裏付けがあるため、制度が実施されている
ドイツやスペインでは多くの企業が発電事業として太陽光発電や風力発電に参入した。日本で
も 2012 年 7 月から制度（固定価格買取制度)が開始され、太陽光発電の導入につながった。 
79官製市場とは、政府などが規制や制度によって作り出した市場（ビジネス領域）であり、排
出権制度以外にもフィードインタリフ制度が挙げられる。 
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第2節  国内排出権取引制度 
 
日本では、京都議定書で約束した 2008 年～2012 年の間に温室効果ガスを 1990 年基準
で 6％削減するという数値目標を達成すべく、国の環境政策としての税の導入と並んで排
出権取引制度の導入が議論されてきたが、国内企業に負担がかかり、負担のない他国に比
較务後し、産業の空洞化につながるという反対論が強く実現には至っていない。  
排出権取引制度については、2008 年の「福田ビジョン」に基づき、後述の自主参加に基
づく試行的な実施が開始された。しかし、翌年の衆議院選挙でキャップ・アンド・トレー
ド方式による排出権取引市場の創設をマニフェストに掲げる民主党政権が誕生したにもか
かわらず80、地球温暖化対策基本法案が、2010 年 6 月、通常国会の閉会により廃案となっ
た。この法案は、温室効果ガスを 2020 年において、1990 年の排出量を基準に 25%削減す
る旨を明記し、その達成手段として、地球温暖化対策税（環境税）の導入を検討し、再生
可能エネルギーの全量固定価格買取制度および国内排出量取引制度の策定を盛り込んでい
たのである。政府与党である民主党が、政権交代前の 2008 年に党環境政策大綱 「民主党
環境ビジョン」でキャップ・アンド・トレード方式による国内排出権取引市場の早期創設
を主張していることもあり、廃案決定の直後に閣議決定した「新成長戦略」では、基本施
策のひとつとして国内排出権取引制度の創設が改めて打ち出され、また、10 月に同法案の
臨時国会への再提出が改めて閣議決定された。 
 
第1項 自主参加型国内排出量取引制度（J-VETS） 
2004 年から環境省が、自主参加型の国内排出権取引制度にともなう取引参加者を募集し、
（J-VETS）として、2006 年度に帝人や日立製作所など 31 社が参加して取引が開始され
た。環境省の公表では、排出権取引の平均価格は、CO21t当たり 1,212円となっている（2007
年 9 月、同時期の EU－ETS での取引価格は 3‚000 円程度、150 円／１€換算で 20€）。各
企業は、省エネ設備などを導入するための補助金を環境省から受ける代わりに CO2 の削減
目標を設ける。目標が達成できなかった場合には、イギリス・EU 市場同様にペナルティ
があり、この場合は補助金の返還がそれにあたる81。 
 この制度は、国内の排出権取引に関する知見・経験の蓄積を目的としており、一定の排
                                                   
80向田靖（2011）p.70 
81環境省（2007） 
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出量削減を約束した企業に対して、CO2排出削減設備に対する補助を行い、目標未達の場
合には他企業から排出枠を購入するか、補助金を返還させる制度である。J-VETS の特徴
として、①日本初の有価による排出枠の取引・移転を実現したこと②信頼性確保のため排
出量の第三者検証を実施したこと、③排出量取引の実施に不可欠な体制・インフラを構築
したことが挙げられる82。 
 
第2項 国内排出削減量認証制度（国内クレジット制度） 
 2008 年 10 月～13 年 3 月の期間限定で試行している「国内クレジット制度」は経済産業
省の主導で、中小企業の省エネによる温室効果ガス削減量を算定し、それに応じた排出権
を政府が付与し、その排出枠を大企業が買い上げる仕組みである。すなわち、大企業が中
小企業等に資金や省エネ技術などを提供し、そこで削減された排出量を第三者機関の検
証・認証を得たうえで大企業が自らの自主行動計画の一部として利用することができる仕
組みである。国内クレジットの認証にあたっては、民間有識者からなる第三者認証機関京
都メカニズムの CDM に適用される簡便な認証方法に倣った基準により認証を行うことで
一定の厳格性および追加性を確保される仕組みとなっている。 
この会計処理は京都クレジットの扱いに準じるとされた83。なぜなら、政府は日本経済
団体連合会（以下、「経団連」）の温室効果ガス排出削減に関する自主行動計画を京都議定
書の排出削減遵守への一環として位置づけ、自主行動計画の削減目標を達成できない可能
性に対応する仕組みとなっているからである。 
  
第3項 J-クレジット制度84 
2008 年より、企業や自治体等が、温室効果ガス等の温室効果ガスを削減する事業活動を
実施し、削減された排出量を排出権として認証する仕組み「J-クレジット制度」が開始さ
れた（なお、森林による吸収効果もクレジットの対象である）。これまでは、クレジットを
認証する仕組みとして、経済産業省が主導する「国内クレジット制度」と環境省が主導す
る「オフセット・クレジット（J-VER）制度」が併存していたが、これらが統合して J-
クレジット制度に一本化されたことで、政府が一丸となって制度を推進していく体制とな
                                                   
82環境省（2012）p.3-4 
83経済産業省（2010）p.19-26 
84環境省（2012f）（2013h） 
-36- 
 
っている85。 
J-クレジット制度は、「試行排出量取引スキーム」と「同スキームで活用可能なクレジッ
トの創出・取引」という 2 つの仕組みから構成される。企業等の参加者は、2008 年度か
ら 2012 年度までの全部または一部の任意に選択した年度ごとに削減目標を設定し、その
達成に向け排出削減を進めるとともに、市場を通じて超過達成企業と目標未達企業間でク
レジットを取引する86ものである。 
 
第3節  自治体での排出権取引制度 
 
第1項 東京都 
東京都は、2007 年 1 月から開始した「カーボンマイナス東京 10 年プロジェクト」にお
いて、2020 年までに東京の温室効果ガスを 2000 年比で 25%削減するという数値目標を掲
げた。この目標達成のため、2000 年に制定した「都民の健康と安全を確保する環境に関す
る条例（環境確保条例）」を 2008 年 6 月東京都議会にて改正条例が可決された。 
2008 年同改正条例では、2010 年度から温室効果ガスの大規模排出事業所を対象に、「温
室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度」を導入することなどを定め、2010 年 4
月より同制度導入に伴う削減義務が開始された。削減約束期間は 5 年であり、第一約束期
間は 2010 年度～2014 年度、第二約束期間は 2015 年度～2019 年度となっている。さら
に、第一約束期間の実績を踏まえ、より大幅な温室効果ガス削減を定着・展開させるべく
第二約束期間の削減義務率が決定された。 
温室効果ガス排出削減義務の履行手段として、効率のよいエネルギー消費設備の導入ま
たは省エネ対策の推進等の自助努力による削減とは別に、取引によって他の事業所等から
振替可能削除量（排出権）を取得することによって削減義務の履行を可能としている87。
企業の温室効果ガス削減を推進する手段としてキャップ・アンド・トレード方式での排出
権取引を導入した。 
条例に基づく排出権取引の対象として、①超過削減量（自助努力により削減義務量を超
えて削減した排出権）、②都内中小クレジット（温室効果ガス総量削減義務対象外の都内中
                                                   
85環境省（2009a）p.1-5 
86環境省（2013）p.2-7 
87東京都（2011）p.4-8,p.51-53 
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小規模事業所が削減した排出権）、③都外クレジット（都外の事業所が削減した排出権）、
④再エネクレジット （条例または条例以外の制度において認められた再生可能エネルギー
の環境価値）が認められている。また、本制度の特徴的な部分としては、EU-ETS と比較
して産業部門のみならず民生部門のうち業務部門を対象施設として包摂している点、マネ
ーゲームを排除するために一定の排出権の削減を達成した場合に初めてその翌年度から超
過削減量の売却が可能となる点がある88。 
 2013 年 1 月、提出された計画書（平成 23 年度実績）を集計した削減実績の速報値が公
表され、大規模事業所の 2011 年度の総排出量は基準排出量比で約 23%の削減となり、大
幅に削減が進んでいることが示された。また削減計画についても、2011 年から 2014 年ま
での 4 年間の追加削減計画は約 30 万ｔ/CO2 となる。 
 
第2項 埼玉県 
埼玉県は 2009 年 2 月に埼玉県地球温暖化対策実行計画（ストップ温暖化・埼玉ナビゲ
ーション 2050）を定め、県内の温室効果ガスの排出量を 2020 年までに 2005 年度比 25％
削減するという中期目標を設定した。 
その削減目標達成のため、事業活動に伴う温室効果ガス排出量の約 50％、県全体の温室
効果ガス排出量の約 26％を占める大規模事業所について、温室効果ガス排出量の削減を求
める「目標設定型排出量取引制度」を開始した89。 
2011 年度より埼玉県において開始された「目標設定型排出量取引制度」において、「大
規模事業者90」は、本制度の義務対象者となり、約束期間における温室効果ガス排出量の
算定、第三者審査機関による検証と温室効果ガス排出量の削減が求められる。第一約束期
間は 2011~2014 年度（第一約束期間の履行期限は 2016 年 3 月末）で、第二約束期間は
2015~2019 年度となる91。 
また、2010 年 9 月、埼玉県と東京都は「キャップ＆トレード制度の首都圏への波及に
向けた東京都と埼玉県の連携に関する協定」を締結した。その後、同協定  に基づき両都県
                                                   
88向田靖（2011）p.71 
89埼玉県（2012a）「目標設定型排出量取引制度に係る会計処理に関する基本的考え方」p.4-14 
90前年度の燃料、熱及び電気の使用量が原油換算で 1,500KL 以上の事業所「指定地球温暖化対
策事業所」。連続する３年間のエネルギー使用量が原油換算で年間 1,500KL 以上使用している
場合は、「特定地球温暖化対策事業所」となる。 
91 埼玉県（2012b）「埼玉県削減量口座簿取扱要綱」p.1-3 
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は協議を重ね、2011 年 5 月に排出権取引におけるクレジットの相互利用や検証主任者講習
会の共同開催等の具体的な連携内容を決定し、首都圏においてキャップ・アンド・トレー
ド方式での排出権取引による効率的な温室効果ガス削減に向けて協調している。  
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第3章 公表されている排出権取引に関する会計処理方法 
 
IFRIC3 は 2004 年 12 月に公表された。また、日本における研究成果として 2000 年度
から 2002 年度にわたって地球産業文化研究所（GISPRI）の「排出削減における会計およ
び認定問題研究委員会」が公表した報告書（以下、「GISPRI 報告書」）では、様々な視点
から検討がなされた。これらを比較する際には制度的背景が固まっていない上での議論で
あるだけに、その制度自体の理解の相違が一番大きな要因として会計処理に影響を与えて
いる。 
これまで公表された排出権取引に係る会計処理は、以下のように推移してきた92。 
（1）アメリカ連邦エネルギー規制委員会のSO2排出量取引の会計処理（1993年3月） 
（2）GISPRI「排出削減における会計および認定問題研究委員会報告書」（2001年6月） 
（3）PwC（プライスウォーターハウス・クーパーズ）とフランス企業の専門家グルー
プから構成されるEPE（Enterprise pourl’  Environnement）の報告書「温室効果ガ
ス排出権の会計処理のオプション～フランスGAAPとIAS～」（Options for the 
Accounting Recognition of Greenhouse Gas Emission Rights: French GAAP and 
IAS,）（2002年2月）以下、「フランス案」 
（4）International Emissions Trading Association（以下、「IETA」）、UK Emission 
Trading GroupとDeloitte Touche監査法人の3者によるディスカッション・ペーパー
（Discussion Paper）「イギリス排出権取引におけるカーボン会計」（Accounting for 
carbon under the UK Emissions Trading Scheme）（2002年5月）以下、「イギリス案」 
（5）ASBJの実務対応報告第15号 「排出権取引の会計処理に関する当面の取扱い」（2004
年11月、改正2006年７月、最終改正2009年6月） 
（6）IFRIC3（2004年12月、2005年5月撤回） 
（7）環境省「排出削減クレジットにかかる会計処理検討調査事業」（2007年3月） 
ここでは、第 1 節で FASB の処理として（1）を、第 2 節でヨーロッパにおける会計処
理として（3）（4）を、第 3 節で（6）の IFRIC3 についての処理、第 4 節で日本における
モデルケースでの会計処理として（2）（5）（7）の各々の会計処理の特徴と経緯を示す。 
 
 
                                                   
92村井秀樹（2008）p.1 
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第1節 EITF（FASB）における会計処理 
 
アメリカの環境政策とその制度は 1960 年代に確立し、諸外国に対しても長く指導的立
場にある。大気環境の分野では､現行法の基礎となっている 1970 年大気浄化法（The Clean 
Air Act）が制定されてからも 30 数年の歴史と実績を有する。 
「大気浄化法は、規制対象とする大気汚染物質を大きく 6 種93の基準汚染物質､それ以外
の有害大気汚染物質及び酸性雤の 3 種類に分類している。 
アメリカでは 1970 年代半ばから、アメリカ・カナダ国境の東部を中心とした湖沼の酸
性化・森林の後退等の問題が顕著となった。この問題解決のため、大気浄化法 1990 年改
正でタイトル IV が追加され、酸性雤の原因となる二酸化硫黄と窒素酸化物の総量規制が
導入された。この中で、排出削減費用に柔軟性をもたせる措置としてキャップ・アンド・
トレード方式の排出権取引が採用された94」。 
アメリカ連邦エネルギー規制委員会の SO2 排出権取引の会計処理は、アメリカにおいて
SO2 取引（The Clean Air Act）が開始された 1993 年 3 月に世界で初めて公表された排出
権取引に関する会計基準である。この会計基準の内容は、イギリス、フランス、IFRIC3、
日本の排出量取引会計基準の先鞭をつけた「原型」となる。 
ここで、FASB は“Cap and Trade Program”において排出権取引の性格を、流動資産の
中に排出権棚卸資産と留保排出権95とに区別している。 
排出権の評価に関しては、取得原価で評価する。すなわち、無償で割当てられたものは
ゼロで評価し、購入した排出権は取得原価で評価する。また、無償取得したものを公正価
値で評価するということも考えられるが、不当な水増し計上も起こり得るとしている。 
また、期末での排出権棚卸の評価には、低価法を適用する。その低価法は、正味実現可
能価額で評価するのが適切となる。したがって、当初認識は取得原価、その後は低価法で
評価することになる。また、排出権の価格には、付随費用などは算入しない。 
ただし、排出コスト計上時に、もし当該コストに見合う排出量を保有していない場合に
は、他から購入する義務があることから、引当金を計上する。 
                                                   
93 ① 粒子状物質（particulate matter）②オゾン（ozone）③二酸化硫黄（sulfur dioxide）④ 
二酸化窒素（nitrogen oxides）⑤一酸化炭素（carbon monoxide）⑥鉛（lead）となる。 
94佐々木良（2004）p.13-15 
95留保排出権勘定は、CAAA（Clean Air Act Amendment:修正大気浄化法）によって定められ
たアメリカ環境保護庁による留保分（オークションによって割当てられる 2.8％分）となる。 
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この会計基準の特徴は、1993 年当時の公益企業を対象としたものであり、政府が各排出
源の排出削減を法律上義務化し、明確な数量制限（上限）を設定されるのである。その結
果、規制による負債（法的義務）と資産（排出権）が生み出された。したがって、前提と
なる制度の違いがあるために、一般の私企業の会計処理にこの基準を適用するかどうかは
留意する必要がある96」とされる。 
また、FASB は、2003 年に “Cap and Trade Program”で検討を行ったが、2003 年 11
月に議題からはずした経緯がある。その時点での論点は 2 点あり「1 つ目は当初割当排出
権を資産として認識するのかという論点であり、2 つ目はそのときの資産の性格は何であ
るのかという点である。まず第 1 の論点であるが、当初割当排出権は棚卸資産であるが、
評価額はゼロとしている。これは、酸性雤プログラムの SO2 ならびに NOx の会計処理97に
準拠している。2 つ目の論点は、排出権の性格は、棚卸資産か無形資産であるとし、SEC の
立場としては継続的に会計処理をすればよい98」としている。 
アメリカ SO2 排出取引では、法律的に各排出源の削減義務（明確な数量制限）が課され
ていることから、規制による負債（法的義務）と資産（排出権）が生み出される。 
 
 
第2節 ヨーロッパにおける会計処理 
 
第1項  フランスでの会計方法 
PwC と大手フランス企業の専門家グループから構成される EPE（Enterprises pour ’l 
Environnement）が 2002 年 2 月に「温室効果ガス排出権の会計処理オプション～フラン
ス GAAP と IAS～」を公表した。 
この特徴は、 
①排出権が譲渡性を有する場合にのみ、資産として認識する。ただし排出権の法律的性
質または税務処理については取り扱わない。 
②国による排出権の設定は、国に対する義務（負債）を形成する。 
③どのような排出権でも同じ資産勘定に計上され、権利付与日時点の適正価値で評価さ
                                                   
96村井秀樹（2008）p.1-2 
97SFAS153 Exchange of Nonmonetary Assets Nov.2004 
98環境省「排出削減クレジットにかかる会計処理検討調査事業」  
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れる。 
④期末において排出権は時価評価される。 
⑤法定義務の担保として使用される排出権は、特に国に対する負債の前払金として認識
される。 
⑥設定目標の未達成に関連する負債は未確定なものに過ぎず、企業が温室効果ガスを排
出しない限り会計処理をすべきではない。反対に、設定目標を超えた排出量については負
債計上される99。 
このフランス案の考え方が、後述する IFRIC3 のベースとなる。フランスでも、同国会
計基準および IFRS にのっとった温室効果ガス排出権の会計処理において、排出権は譲渡
性がある限り会計上の資産（無形固定資産）とするが、一般的に排出権は無形資産でもな
く金融商品でもなく、国に対する負債とし、会計上の分類も政府への前払金という捉え方
をしている。これにより、当初無償割当時に排出権と国への負債（引渡義務）が両建で発
生する。ここで、義務が発生するのに対して存在する資産である排出権は、第三者勘定と
して負債の前払い金の性質として説明される。すなわち、排出権の権利を取得することが
国から企業に対して義務付けられているからである。なお、排出権を市場から購入した場
合でも他社が支払った前払金の買戻しとみることができるとされる。また、フランスで案
では無償で入手した排出権は公正価格で評価し会計処理されることから、支払対価がない
ことでオフバランスする考え方になりうるイギリスでの処理案と異なる100。 
 
第2項  イギリスでの会計方法 
IETA、UK Emission Trading Group と Deloitte Touche 監査法人の 3 者が協力して
2002 年 5 月に、ディスカッション・ペーパー「イギリスの排出権取引制度の下でのカー
ボンに関する会計」を作成した。 
イギリスでは、CCL を減免することを条件に 2002 年 4 月から本格的な排出権取引が実
施されている。この排出権取引会計案はこの UK-ETS を前提として作られたものである。 
この特徴は、 
①キャップ・アンド・トレード方式の排出権取引制度を前提とする。 
②排出権を金融資産として捉える。ただし、約束目的は原価評価であり、売買目的は時
                                                   
99村井秀樹（2008）p.2-3 
100黒川行治（2003c）p.2-4 
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価評価を行う。 
③負債の捉え方であるが実際の排出量に応じてそれと同額の義務として認識し、引当計
上をする。 
④排出量に係わる資産と負債との、相殺計上は認めない。 
⑤補助金は偶発資産として認識するが、ただし目標達成ができない場合は引当計上をす
る。 
このイギリス案では、キャップ・アンド・トレード方式が適用される直接参加者の排出
権取引における負債の取り扱いが述べられている。ここでの論点は、無償で割当てられた
排出権は法的債務・契約上の債務になりうるので、割当てられた際にはまず負債として認
識する。さらにディスカッションポイントでは、イギリスの会計処理である FRS12 号「引
当金、偶発負債、偶発資産」にもとづいて、排出権を割当てられた場合には負債として認
識する。この場合、企業が過去の事象の結果として現在の債務を持ち、経済的な便益の移
動がその債務を解消することを要請され、その債務金額に対し信頼のある見積もりが可能
なときには引当金として認識される。さらに、現金を支払い、排出権を得た場合には、貸
借対照表上に取得原価で計上される。しかし、排出権は金融商品と似ている性格を有する
ので、資産ならびに負債も市場価値で評価されるのではないかという考え方も明示してい
るものの属性については断定せず流動資産の一項目としている。また、排出権の発生と排
出引渡義務とは全く別個の取引であるとし、排出引渡義務は温室効果ガス発生に応じて排
出費用の相手勘定として計上される101。 
さらに、取得原価案を取り入れている場合、無償取得の排出権の処理は資産ではあるが
取得価額 0 円となる。この代替の会計処理として、チャリティーによる寄付・贈与として
受け取った場合と同様に考え、IAS16 号「有形固定資産」が適用できるという。 
これに基づけば、寄付または贈与による再評価剰余金を貸方に計上することで、排出権
をそれらが受け入れられた日の時価をもって資産として貸借対照表に認識することができ
る。 
このイギリス案はディスカッション・ペーパーという性格上、様々な代替案が示されて
おり確定した基準を規定しているものではない。UK-ETS は 2002 年からスタートし、京
都議定書の第一次約束期間である 2008 年の前の年である 2007 年までの 5 年間の限定的
な国内排出量取引制度であるがゆえに、無償取得の排出権に関する取扱も確定的ではない。 
                                                   
101黒川行治（2003c）p.2-5 
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イギリス排出権取引制度では、政府との気候変動税協定において政府に対し目標達成義
務を負う参加者と負わない参加者があり、負わない参加者は自ら設定したベースラインか
らの削減量をオークションを通じて政府に補助金として買い取ってもらう制度になってい
る。ここで、排出削減義務や割当てられた排出権、無償取得した排出権の会計上の取扱い
が問題となるが、約束目的であれば必要コストとして原価を構成する無形の棚卸資産と捉
えることができる一方で、売買目的であれば金融資産的な捉え方となる102。 
イギリス案では、排出権という資産と引渡義務としての負債が有償・無償の取得の違い、
取得の形態の違いに関わらず首尾一貫して会計処理されることとなる。 
 
第3節 IFRIC3 での会計方法 
 
排出権に関するキャップ・アンド・トレード方式の会計処理について、包括的なガイダ
ンスが存在せず、どのような会計処理を行うべきか市場参加者の間でコンセンサスが得ら
れていなかった。このため、2004 年 12 月、国際財務報告解釈委員会 IFRIC は IFRIC3
を公表した。 
  IFRIC3 は、排出権の無償割当時に排出権という無形資産と政府補助金という繰延収
益とを認識し、その後、実際の排出に応じて排出権引渡義務という負債を認識する。 
 排出権を資産とし、排出権引渡義務を負債として、別建て103で計上することが最大の特
徴である。この点は、IFRIC3 の中で「排出権と排出権引渡義務は独立して存在する。こ
の制度の参加者は保持している排出権を課された義務を果たすために使用することもでき
るが、強制されるものではない。温室効果ガスの排出を減らすことにより、余剰分を売却
することもできるし、将来的に購入することも可能である。このように、多くの参加者が
課された義務を果たすために排出権を保持しているとはいえ、資産と負債の間に契約上の
                                                   
102村井秀樹（2008）p.3-4 
103IFRIC3 では、企業の将来的便益につながり、事業を継続するのに必要なプラスの要素であ
る「資産」と、排出権の遵守義務から生じるマイナスの要素である「負債」を両建てしている。
本来ならば、この処理によって企業の自助努力の結果が明らかになるので企業の経済活動を適
切に反映させるためには最も適切な方法といえる。しかし、IFRIC3 において IAS の各条項を
適用することにより計測方法が資産と負債とで異なり、また資産についても法令遵守目的とト
レーディング目的という、異なる目的で保有する場合があるという現状では資産と負債を両建
てで計上することによって企業の自助努力による経済効果が財務諸表に適切に反映されない。
排出権取引はあくまで企業にとって効率的に温室効果ガスを削減し、経済効果を出すことが本
来の目的である。（遠藤悦子 2008p.29） 
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つながりはない」と結論づけていることからも明らかである。 
この結論に基づいて、IFRIC3 は独立した資産と負債が認識されるのかを整理すること
から結論の背景を説明している。そこでは、企業が義務を決済するために売却または使用
可能である移転可能な証明書ということから排出権が資産の定義を満たすこと。また、温
室効果ガスを排出すれば排出権を供出するまたは罰金を支払う義務が生じ、その義務は負
債の定義を満たすとしている。その上で、事業体が自身の義務を決済する目的で排出権を
保有しようとする場合であってもそうすることは強要されず、排出権を売却し、排出量を
削減する、将来の期日に排出権を購入する、または罰金を支払うのいずれかを選ぶことが
可能であること、資産として認識される購入した排出権と割当てられた排出権とが識別不
能であること。さらに IAS32 の相殺条件が満たされないことから資産と負債が独立してい
るという立場をとっている。 
 次に、認識される資産の性質を説明している。IFRIC3 の検討段階において、排出権は
欧州排出権取引市場において利ざや目的やファンド等での売買も可能なことから IAS39
「金融商品：認識および測定」の概念が適用されるべきなのではないか、という意見も出
ていたが、IFRIC は、これを否定している（IFRIC3、BC14）。そして、排出権が IAS38
の無形資産の定義を満たし、持分商品ではなく、現金または他の金融資産に対する契約の
いずれでもないため排出権が IAS32 の金融資産の定義を満たしていないとした上で簡単
に売買可能であることが排出権をいわゆる簡単に売買可能な現物商品（a readily tradable 
commodity）という以上に金融資産とするものではないと説明している。 
しかし、排出権が無形資産より金融資産にみられるより一般的な特徴、すなわち多くは
市場で売買され、商品を「価格付ける」仕組みがあることを反映する最良の測定は活発な
市場で売買されているすべての無形資産が損益計算書に報告される価値変動をもつ公正価
値で測定されなければならないと考えているメンバーがいたという記述104から、金融商品
と類似した排出権の性質を財務諸表に反映しようとしていると考えられる。また、おそら
く、排出権を公正価値で再評価するのは排出権引渡義務が実際の排出を確認した時点に認
識されるので、その時点でそれに対応する排出権を評価し直す必要が生じているからであ
ると考えられる105。 
 また、IFRIC3 では排出権は償却されないものとしている。なぜなら、IFRIC3 では、排
                                                   
104 IASB Updates（2005）p.1 
105大塚浩記（2004）p.97-98 
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出権を「温室効果ガスを排出する権利」ではなく、「温室効果ガスを排出することによって
生じる義務を決済するために、参加者に与えられた手段」（IFRIC3、BC12）と位置づけて
いたからである。キャップ・アンド・トレード方式による制度参加者は、温室効果ガスを
排出した結果として排出権から経済的便益を認識するわけではなく、温室効果ガスを発生
させてしまったという債務を決済するために排出権を手放す際、すなわち法令約束期間終
了後に、経済的便益を認識することになるのである106。 
 また、認識される負債の性質を説明している。そして、実際の排出に等しい排出権を供
出するか（供出する排出枠を超える実際の排出の超過分に対する）罰金を支払う義務が生
ずる時点は排出がなされた時点であり、排出権が割当てられた約束期間の期首には大気汚
染物質は排出されていないため、排出権を供出するまたは罰金を支払う義務に対する負債
は期首には存在していないとしている。 
 そこで、排出権を無償で割当てられた際の貸方は政府補助金107という繰延収益とし、公
正価値以下での排出枠の割当が IAS20 の範囲内にあることを指摘している。なお、IAS20
ではその政府補助金を公正価値で認識する以外に名目額で認識する代替処理も認められて
いるが、その代替処理の採用を認めていない。ここでは、資産サイドから定義され負債・
繰延収益については従属的に導かれるわけではなく独立して別個に定義される。 
 排出権を無償で割当てられた際の政府補助金は、それによって補償される関連費用と対
応させるために必要な期間にわたり規則的に収益として認識しなければならず（IAS20 
para.12）、その「補償される関連費用」は約束期間における高すぎる操業費用としている。 
 そして、製品を生産するために排出する事業体のために排出費用（すなわち、排出権を
供出する義務を認識するための借方記入）が製品のコストの一部を形成し、このコストが
関連する政府補助金（すなわち、政府補助金を償却するための貸方記入）と相殺されなけ
ればならないことを明確にする必要があるとしている。 
 このように、IFRIC3 は、排出権を金融商品ではなく無形資産とするものの、排出権の
                                                   
106遠藤悦子（2008）p.20 
107基本的に政府補助金は「企業の営業活動に関する一定の条件を過去において満たしたこと、
または将来において満たすことの見返りとして企業に資源を移転する形態をとったもの」と定
義され、条件付きで企業に付与されるものと考えられる。この制度下の排出権は、法令遵守期
間終了後に政府に返還するものであるので一定の条件を将来において満たすことの見返りと
考えられる。他方、排出権は市場内にて取引が可能であるので、排出権を売却した際には、補
助金が実現したことを反映させて繰延収益を実現利益として認識すべきであるという考え方
もできる。 
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もう 1 つの性質である活発な市場で売買可能という側面を反映するように公正価値による
評価替えを行うこと、排出権引渡義務という負債は実際に排出することを義務発生事象と
捉えて認識すること、無償での割当については政府補助金を認識した上で補償される費用
と対応させて償却することに特徴がある108。 
 さらに、IFRIC3 の場合、実際に温室効果ガスが排出された時点でのみ排出コストとし
ての費用と引当金としての負債を認識すると結論づけた。これは IAS37「引当金、偶発債
務および偶発資産」において「実際に現在の義務を生じさせる過去の事象（義務発生事象）
が発生するまでは負債を計上しない」としていることに基づくものである。この排出権取
引制度において、会計上、債務が生じる事象が発生するのは制度参加者が温室効果ガスを
実際に排出する時点であり、排出権を受け取る時点ではないというのである。IFRIC 委員
会によれば排出権が発行される約束期間の開始時にはこのような事象は発生していないの
であり排出権を納付する義務としての負債は存在しないということになる。  
 負債の認識は IAS37 に従い現在の義務が存在することを明らかにする事象の発生をも
って負債を認識する。つまり、割当てられた排出権を政府等の規制機関に引き渡す義務を
発生させる事象は実際に温室効果ガスを排出するという行為である。そこで、IFRIC3 は
排出権引渡義務を「金額または時期が不確定な負債」たる引当金と位置づけている。この
ように排出権引渡義務は引当金であると位置づけられたため、IAS37 に従って会計処理さ
れる。この現在の義務は法的義務だけでなく推定的義務を含むものであるがその現在の義
務が存在するか否かが明確でない場合、利用可能なすべての証拠を考慮した上で、もし貸
借対照表日に現在の義務が存在している可能性の方が存在しない可能性よりも高ければ過
去の事象が現在の義務を生んでいるとみなされる。しかし、その過去の事象は義務の決済
が法律によって強制できる場合または推定的義務については当該事象が外部の人々に対し
て企業が当該義務を履行するであろうという妥当な期待を惹起させる場合と説明されその
中身はかなり厳密なものとなっている。 
 また、負債の評価に関しては、貸借対照表日の排出権の市場価格で評価されるべきであ
るとしている。これは、引当金として認識される金額は、貸借対照表日における義務の清
算に必要な支出の最善の見積もりでなければならない（IAS37para.36）に基づくものであ
り、義務を果たすために必要な排出権に対して対価を支払う際にまたは余分となった排出
                                                   
108大塚浩記（2004）p.96-98 
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権を第三者に引き渡す際に合理的な金額だというのである109。なお、引当金の評価額は
IAS 第 37 号における規定に従えば「決算日時点において存在する負債を消減させるため
に必要な支出額の最善の見積り」となる。これを排出権引渡義務に当てはめれば、決算日
時点における義務を履行するために必要な排出権の現在の市場価格となる。また、ペナル
テイ（罰金）の支払いを予定している場合にはペナルティ支払額が評価額となる。110。 
公開草案当初から、欧州財務報告アドバイザリーグループ（European Financial 
Reporting Advisory Group 以下、「EFRAG」）は IFRIC3 についてミスマッチが生じると
し、以下の勧告書を発行した。 
①IAS38 号の無形資産の原価モデルを使用した場合、排出権は取得原価で測定されるが
これに対応する債務は公正価値で測定されることになる（ここで、原価モデルとは当初認
識後、取得原価から減価償却費及び減損損失を控除した額で資産を計上するものである。
再評価モデルとは、公正価値が活発な市場を参照して決定できる場合に認められるもので
あり、公正価値に基づいた再評価額から減価償却費及び減損損失を控除した額で資産を計
上するものである）。実際に温室効果ガスを発生したときに生まれる債務と記録される実現
収益の間に費用と収益のミスマッチ111が生じ、損益計算書に不自然な変動をもたらすこと
になる。 
②IAS38 号の再評価モデルを使用した場合、決算日における貸借対照表の債務と排出権
の価値にミスマッチは認められない。しかし、IAS38 に基づいて再評価された排出権の価
値が増加した場合、増加部分は直接資本の部に計上されるのに対して、債務の増加分は損
益計算書に計上されることになり損益計算書に不自然な変動をもたらすことになる。  
③さらに、資産と負債の測定のミスマッチは法令順守機関が終了したと後も継続し、こ
                                                   
109遠藤悦子（2008）p.22-23 
110赤塚尚之（2004）p.179 
111発生主義による期間損益計算は、原則として財貨・用役などの提供による期間収益を確定し、
その上ですでに認識された費用のうちから期間収益を獲得するために要した費用だけを限定
して期間費用として確定し期間収益を計算する「費用収益対応の原則」のもとに成り立ってお
り「費用と収益のマッチング」が重要な課題となってくる。EU-ETS に参加している企業の排
出量取引に関する期間損益を適切に測定するためには、実際に収益から差し引かれるべき費用
は、収益という成果を得るために費やされた費用に限定される必要がある。IFRIC3 では実際
に温室効果ガスが発生する際に費用が計上され、それに対応して実現収益が計上されるので、
この費用と収益は、個別的対応関係があり、その費用の測定は収益の測定に対応したものでな
ければならないと考えられる。すなわち IFRIC3 では法令遵守を目的に政府補助金という繰延
収益から契約の部分的な履行（実際の排出）に着目して収益を測定しているので、費用も同じ
ように契約の部分的な履行に従って測定され、収益と費用のネットの金額が企業の期間損益と
して明確になるべきである。 
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の債務が決済されるまで存続されることとなる。 
 これらは 3 つのミスマッチと呼ばれ、「測定のミスマッチ」「報告のミスマッチ」「タイ
ミングのミスマッチ」からなる112。 
(1) 「測定のミスマッチ」は、排出権の測定方法として IAS38 の原価モデルを選択した
場合に排出権は取得原価で測定されるのに対して、排出権引渡義務は当該義務を決
済するために要すると見積もられる支出額で測定される。すなわち IAS38 を適用す
る資産と IAS37 を適用する負債では評価方法が異なりミスマッチが生じる。この、
ミスマッチは、損益計算書に不自然な変動を及ぼす（Artificial volatility in the 
Income Statement）。割当てられた排出権（資産側）はその価値の変動を反映させ
る再評価は行わず、割当てられた当初価額のままで評価する。しかし、企業が企業
活動に伴って増大する排出権の増加量を負債として捉え、この負債をその排出権の
現在の市場価値で評価する。このような処理によって、損益のミスマッチが生じる。
企業は生じた排出権引渡義務を割当てられた排出権を用いて決済しただけである
にもかかわらず、拘束期間中に利益または損益が発生することとなる。 
(2) 「報告のミスマッチ」は、排出権の測定方法として、IAS38 号の再評価モデルを選
択した場合、排出権の価値の変動は資本の部に計上されるのに対して、排出権引渡
義務の価値の変動は損益計算書に計上される。すなわち、資産の側面から、無償で
政府から与えられた排出権を IAS20「政府補助金」を適用して公正価値で IAS38
「無形資産」として計上し、その計上額を事業体の収益として良いものなのだろう
かという問題である。     
(3) 「タイミングのミスマッチ」とは排出権が割当時に全額認識されるのに対して、排
出権引渡義務は実際の排出に応じて計上されること。また、繰延収益は約束期間に
渡って収益に振り替えられるが、この金額は排出権引渡義務の認識にあたって計上
する費用の金額と一致するとは限らないことである。 
EFRAG は、法令約束期間の終了後、排出権を政府に引き渡す時にのみ負債を消滅する
ことができ、他の（現金等の）資産と相殺することはできないゆえに負債と帳消しになる
はずの資産と測定方法が異なることは不合理なのではないか、と主張している。 
また、EFRAG は、IFRIC3 が特に排出権の売買を行わない企業に与える会計上の影響
に関して懸念を表明した。なぜなら IFRIC3 は IAS38「無形資産」、IAS37「引当金、偶発
                                                   
112村井秀樹（2008）p.6-7 
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債務」、IAS20「政府補助金の会計処理および政府援助の開示」などの相互の解釈によって
規定されており、これらはミスマッチの原因となる。たとえば IAS20 や IAS38 によって
規定されるものは当初取得原価で計上され IAS37 における債務は公正価値で評価される
ことになる。さらに IAS37 と IAS20 によって認識された損益は損益計算書において認識
されるが IAS38 によって認識された評価差額は資本の部で認識されることになる。キャッ
プ・アンド・トレード方式において資産と負債の間には経済的な相互作用が存在するため
に、これらの会計上のミスマッチは、大きな問題となった113。 
 EFRAG は、元来実際の排出量があるレベルに達したときに債務を認識するべきもの
ならば、排出権はこの債務が認識されたときにはじめて資産として計上されるべきものな
のではないのかとみていたようである。EFRAG は IAS38「無形資産」における測定方法、
原価モデル、再評価モデルをそれぞれ適用した場合にそれぞれに損益のミスマッチがみら
れるとしている114。 
これらの問題は、草案の段階から指摘されていた。これに対し、IFRIC は当初、EU-ETS
の市場動向の様子を見てから改正するとの見解を表明していた。 
その後、EFRAG による IFRIC3 を承認しないようにとの EU への勧告や、実際の排出
権取引の実態を反映していない会計基準であることが判明したため、資産における再評価
益を直接資本の部に計上することを取りやめ、評価損益を損益計算書に計上することによ
りこの矛盾に対応する案を出したが、IASB は 2005 年 6 月の委員会でこの基準を取りやめ
ることを決定し撤回するに至った。IASB はまた排出権に関するキャップ・アンド・トレ
ード方式が採用される場合の会計処理について、IFRIC に作業の要請を行わず代わりに自
身で再考することとした。なぜならば、このような不整合を生じさせないアプローチを開
発するためには複数の基準書に対する改訂が必要になる可能性があるためである115。 
その後の進展として、IASB と FASB において、2007 年 12 月から共同で検討が進めら
れていた。また、2012 年 12 月における「アジェンダ・コンサルテーション 2011」に対す
るフィードバッグ文書において、排出権取引スキームについて優先度の高いリサーチ・プ
ロジェクトとして、今後 3 年間に渡り調査研究することとなっている。 
現在、IASB において議論済みの事項は116、 
                                                   
113遠藤悦子（2008）p.25 
114遠藤悦子（2008）p.25-26 
115新日本監査法人（2008）p.579 
116日本公認会計士協会（2011a）p.55-57 
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①割当てられた排出権及び割当て負債の当初認識時の測定金額を同額とする。  
②当初測定時及びその後の測定時に排出権を公正価値で測定するモデルを支持。  
③割当て負債の測定のインプットとして用いられる、スキーム管理者に返還するべき排   
出権を排出量または排出削減量の見積もりに基づいて決定する。 
④排出権（Allowance）の資産としての認識。 
⑤排出権の割当て時に負債の定義が満たされるため、負債が存在する（このケースでの
債務発生事象は排出権の割当てである）。 
⑥債務発生事象については、企業が排出権を割当てられた時に、スキームに従って排出
権を保有し続けるために温室効果ガスの排出を抑える義務または温室効果ガスを排
出した際に排出権を返還する義務を負う。 
⑦割当てられた排出権の量を割当負債の測定金額の上限とする。 
今後の調査研究において論点となるのは117、 
①スキーム管理者から付与された割当ての会計処理方法。 
②温室効果ガスの排出に関する負債の会計処理の時期及び方法。 
③超過排出権に係る負債の認識時期について118。 
④表示（相殺に関するものも含む）。 
 
 
第4節  日本におけるモデルケースでの会計処理 
 
日本においては、ASBJ、GISPRI、環境省により会計処理が示された。環境省のモデル
ケースではオフバランス方式・排出削減義務当初認識方式・CO2 排出費用認識法がある。 
ASBJ は、2004 年 11 月に実務対応報告第 15 号を公表した。この基準は、実務上当面必
要と考えられる会計処理について検討しているものである。したがって、現時点でキャッ
プ・アンド・トレード方式の国内排出量取引を前提としていないため、国からの割当ての
排出権に関しての会計基準は存在しないこととなる。 
 
                                                   
117日本公認会計士協会（2011b）p.53-55 
118 ③については、遵守期間に渡って負債を認識する方法と排出権が当初割当てられた排出権
を超過した時点で即時に認識する方法に分けられる。 
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第1項 ASBJ 案 
ASBJ 案（IFRIC 解釈指針公開草案 D1「排出権」に対する 2003 年のコメント）におい
ては、以下のように、オフバランス方式を支持しているものとされる119。 
1.当初に無償で配分された排出権はゼロで認識し、排出権を実績排出量が超過した部分
について IAS 第 37 号「引当金、偶発債務及び偶発資産」に従って引当金を計上すべきで
ある。 
2.D1 どおり無償で付与された排出権を無形資産として総額で認識するとした場合、損益
計算にミスマッチが生じる可能性が高い。排出権の当初認識時の相手勘定を繰延収益とす
る会計処理を想定しているが、IASB では IAS 第 20 号の改訂が検討されており、政府補
助金について受領時に収益を一括して認識する処理が採用される可能性がある。無償で配
分される排出権について当初に収益を一括計上するような処理は、期間損益計算を著しく
歪めることが明らかであるため同意できない。そのような結果となりそうなことが予想さ
れる以上、IAS 第 20 号に依拠することには疑問がある。 
3. 仮に、現行の IAS 第 20 号を前提にしても、排出権の市場価値の変動の影響により損
益計算にミスマッチが生じる。費用の測定は排出権の排出時における公正価値に基づいて
行われるのに対し、これを相殺する収益の計上は排出権の当初の公正価値に基づいて行わ
れるからである。排出権を標準処理により取得原価で測定する場合はもちろん、認められ
る代替処理により再評価を選択する場合でも、資産側の公正価値の増加は損益計算書に反
映されないため、費用と収益の測定が対応しない。 
4.排出権とその削減義務が資産・負債の定義を満たし、それぞれ独立に存在しているこ
とを根拠に排出権と実績排出量に応じた排出権の供出義務とをそれぞれ別々に資産または
負債として認識する会計処理が提案されている。しかし、キャップ・アンド・トレード方
式のスキームに参加する企業が受け取る排出権は、事業活動から必然的に生じる温室効果
ガスの排出量がキャップを超えた場合の排出権引渡義務を伴うものであるというリンケー
ジを考慮すべきである。企業は、将来の実績排出量を基礎数値とするフォワードの売却と
同じようなポジションに置かれており、当初に付与された排出権は将来の引渡義務と一体
として扱うことが排出権取引制度の経済的実質を反映するものと考える。確かに、排出権
                                                   
119 日本公認会計士協会も同様に、解釈指針公開草案 D1「排出権」に対するコメントを 2003
年に公表している。日本公認会計士協会のコメントにおいて、明確な案を提示していないもの
の、損益のミスマッチが生じることを重要視しており、ASBJ 案同様オフバランス処理を支持
しているものと思われる。 
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は市場で売却可能なものであるが予想される排出量に係る部分の排出権を企業が売却する
とすれば、 それは排出権の価格変動による利益を得ようとする行動と考えられる。そのよ
うな取引を会計処理上の基本的想定とするのはすべての参加者をブローカーとみなすのと
同様であり、排出権を付与される企業のみを対象とした前提に反することになる。 
5.公開草案 D1 の BC5 項で、その他の理由として①何種類かの排出権をその供出義務を
決済するために用いることがあること②購入した排出権は資産であるため無償割当された
排出権も資産計上すべきであること③排出権とその供出義務は IAS 第 32 号の相殺表示の
要件を満たしていないことを挙げて、排出権を総額で資産計上する根拠としている。 
しかしながら、①について、何種類かの排出権であっても一定のルールによる換算等に
より 1 つの排出権の供出義務の決済に用いることができることを意味するだけであり、資
産計上を求める根拠にはならない。また、②について、排出権の購入は一般に引渡義務の
充足のために行われるものであり、その場合に資産に計上することは純額計上の考え方と
矛盾しない。さらに、③について、排出権とその引渡義務は金融資産・金融負債ではない
ため、IAS 第 32 号の相殺要件に厳密に合致する必要はない。企業が両者を相殺する意図
を有しているのであれば純額計上が妥当であると考える。 
6. 企業は排出権を超える排出実績が生じた場合に、排出権の供出または罰金の支払とい
った義務を負う。これは、過去の事象から生じた企業の現在の債務であり、将来において
経済的資源が流出する結果が予想されることから負債である。但し、約束期間中はその流
出の時期又は金額が不確実であるため、企業は IAS 第 37 号に従って当該義務を引当金と
して認識し、約束期間が終了し確定した場合にはそれを負債として認識して資産と相殺す
ることが適当である。 
7. 企業は、約束期間中に市場で排出権を売却し現金同等物を得ることができる。しかし、
上述のように企業は約束期間中は排出権の供出義務から解放されるわけではない。企業が
約束期間中に排出権を売却した場合の入金額は、約束期間中に事業を廃止する等により明
らかに引渡義務を負うことがなくなった場合を除き、約束期間終了までの間は将来の供出
義務に対応するものと考えられるため、負債として認識し、約束期間終了時にその消滅を
認識することが適当である。 
8. ブローカーについて、スキームへの企業と同列に扱わないという取扱いに同意する。
企業は、排出権の価格変動による利益を得ることを必ずしも目的としておらずブローカー
とは保有目的が明らかに異なるからである。 
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ASBJ 案による会計処理は、以下のようになる。なお、IFRIC3 はキャップ・アンド・
トレード方式を想定し、活動中のスキームへの参加者における会計処理を範囲とし、まだ
スキームに加盟していないあるいは加盟が見込まれる事業体、さらに自身が排出枠を割り
当てられない売買仲介者や投機目的機関における会計処理は範囲としていない
（IFRIC2003 paras.2-3）。以下の設例はこの IFRIC の見解に対する回答であるため、基
本的にはこの範囲内での議論と考えられる。 
＜排出権の無償割当時＞ 
仕訳なし 
＜中間決算＞ 
仕訳なし 
＜期末決算＞ 
約束期間中の排出実績が排出権を超過した分について引当金を認識する。 
（借）費用 4.5 （貸）引当金 4.5 
超過した排出実績に対応する排出権を市場で購入 
（借）排出権 4.5 （貸）現金 4.5 
約束期間終了後、引当金を負債に振替 
（借）引当金 4.5 （貸）負債 4.5 
排出実績の査定後、排出量実績と排出権とを相殺 
（借）負債 4.5 （貸）排出権 4.5 
約束期間中の排出権の売却時 
（借）現金 ××（貸）負債 ×× 
負債は約束期間終了時に資産 （購入した排出権） と相殺するか、または負債の消滅を認
識して収益として認識する。 
ASBJ 案と IFRIC3 での損益に与える影響は以下のとおりである。 
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ASBJ 案では、排出権の当初無償割当に排出権を資産計上せずに排出権が不足した場合
にのみ引当金を認識するところに特徴がある。 
 まず、割当時に排出権を独立した資産として認識しない点については上記のように排出
権取引の会計に関する損益計算のミスマッチという点を挙げている。それは、無償で付与
された排出権を総額で認識する場合（すなわち排出枠を独立して認識する場合）、現行の
IAS20を前提とすると借方の排出権に対して認識される貸方の繰延収益が当初の公正価値
で計上されるのに対して、費用の測定は排出時の排出権の公正価値となるためにその収益
と費用との間にミスマッチが生ずる可能性が高いことを挙げている。独立した排出権と排
出権引渡義務を測定するために前者と後者の認識時点のズレが相手勘定となる収益と費用
にも影響する。 
 さらに、ASBJ 案は「前提となっているキャップ・アンド・トレード方式のスキームに
参加する企業が受け取る排出権は、事業活動から必然的に生じる温室効果ガスの排出量が
キャップを超えた場合の排出権引渡義務を伴うものであるというリンケージを考慮すべき
である」として、排出権を割当てられることとその割当てられたことから生ずる将来に排
出権を引渡さなければならない義務とを結び付けて考えている。この結び付きが ASBJ 案
の根拠になっており、排出実績が排出権を上回るまで両者を相殺するところに特徴がある
 公開草案D1による会計処理  ASBJ案による会計処理  
中間時  Summary  Summary  
 【年次P/L】 【年次P/L】 
 P/L収益 （55） P/L収益 0 
 P/L費用 66 P/L費用 0 
 Net Loss 11  Net Loss 0  
期末時  Summary  Summary  
 【年次P/L】 【年次P/L】 
 P/L収益 （120） P/L費用 4.5 
 P/L費用 112.5 Net Loss 4.5  
 P/L費用（評価損）12  
 Net Loss 4.5   
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120。 
第2項 実務対応報告第 15 号 
ASBJ では公式にキャップ・アンド・トレード方式での会計処理は扱っていないものの、
実務対応報告第 15 号は、自主行動計画の下において、事業投資としての排出権を専ら第
三者に販売する目的で取得する場合及び将来の自社使用を見込んで取得する場合について、
他人から購入するとき及び出資を通じて取得するときの会計処理を示している。  
具体的な会計処理を排出権の取得目的と取得方法に組み合わせで示している。すなわち、
取得目的を①専ら第三者に販売する目的で取得する場合と②将来の自社使用を見込んで取
得する場合の 2 目的にわけ、取得方法を（ⅰ）他者から購入する場合と（ⅱ）出資を通じ
て取得する場合の 2 つの方法とし、それらの組み合わせた 4 パターンに集約されている。 
まず、①専ら第三者に販売する目的で（ⅰ）他者から購入する場合は、通常の商品の購
入と同様の処理を行う。すなわち、「棚卸資産」として取得原価で評価する。期末において
は低価法の適用を受けるのである。また（ⅱ）出資を通じて取得する場合とはクリーン開
発メカニズムへ投資するカーボンファンドのように出資を通じて排出権をその成果分とし
て取得する現物配当のことを指している。この場合、基本的には（ⅰ）と同様な処理が行
われる。 
次に、②将来の自社使用を見込んで取得する目的で（ⅰ）他者から購入する場合は、「無
形固定資産」または「投資その他の資産」の購入として考え、減価償却は行わず減損会計
の適用を受けることが求められている。このように資産計上された排出権は国別登録簿に
おける償却口座に振り替えられた場合にその資産性が消滅する。その際には「販売費及び
一般管理費」等の勘定科目で処理される。また、（ⅱ）出資を通じて取得する場合の会計処
理は、基本的には（ⅰ）と同様な処理が行われる。 
このように、実務対応報告第 15 号での基本的なスタンスは排出権を金融投資として見
ておらず、事業投資として考えている点にある。それゆえに、排出権の評価基準は時価評
価ではなく、取得原価評価となる。ただし、実務対応報告第 15 号ではキャップ・アンド・
トレード方式が前提となっていないため、必ずしもこのような会計処理がキャップ・アン
ド・トレード方式での排出権取引と整合するとは限らない。 
 
                                                   
120大塚浩記（2004）p.99-100 
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第3項 GISPRI 
日本においては、2001 年 3 月、地球産業文化研究所「排出削減における会計および認
定問題研究委員会」（以下、「GISPRI 修正案」）で、自主行動計画を前提としつつ、排出権
取引の会計処理の論理と具体的処理案が検討され、排出権は棚卸資産的性質をもつ無形資
産とするというアイデアが公表された。なお、自主行動計画に基づくという当時の政府方
針を前提としていることから、排出権の政府による割当および政府への引渡義務がないの
で、負債の計上は重要視されていない121。 
 GISPRI 修正案と IFRIC3 は、排出権の無償割当時に無形資産とし同時に政府補助金と
いう繰延収益として認識することが共通である。相違は、中間報告日（ここでは、前提と
して一年ごとに清算を行い、尚且つ半期ごとに温室効果ガスの排出量を報告する）に排出
権の評価替えを行わないことと排出権を排出実績に応じて償却していくことにある。 
 まず、共通点のうち排出権を「事業体が本来の事業を継続し、活動を遂行していく上で 
必然的に発生する温室効果ガスをその許可された範囲内で排出できることを意味する」と
いった許可証のような性質があることを認めている点で先に示した IFRIC3 の「事業体が
義務を決済するために売却または使用可能である移転可能な証明書」といった捉え方と同
じである。   
しかし、GISPRI 修正案はさらに次のように展開している。許可された範囲内での排出
ということは財貨・サービスの生産・販売活動を制限することになるが「事業体の活動、
生産される財貨・サービスは事業体ごとに異なるので、生産される付加価値の内容、大き
さは異なり、当然ながら側から得られる利潤も異なる。つまり、主観のれんが生じるとい
う性質が排出権にはある」というように主観のれんの存在を指摘し排出権を実物資産とし
た上で物質的実体がないことから無形資産という判断をしている。ここでの主観のれんと
は、自己創設のれんに近いものである。測定の際に客観的な裏付けが取れず、測定者の主
観により価値が測定される。 
 さらに、分割可能であるという性質を強調するために「無形的な棚卸資産」という見方
もされている122。 
 割当時に上記のような位置づけで排出権を認識する GISPRI 修正案であるが、その評価
替えを行わないところに IFRIC3 との違いがある。これは、取引目的ごとに会計処理を定
                                                   
121黒川行治（2003b）p.72 
122村井秀樹（2003）p.52 
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めていることに加え「実物資産は金融資産と異なり製品製造に供される場合には原価計算
が必要となり原価評価がなじむ。金融商品の援用であるならば、この場合の時価は理論的
には現在市場価値（売却時価）であり、原価計算にはなじまない。そこで「公正市場およ
び公正な市場価値の存在」が予想される排出権取引について、消費目的と投機目的に分離
し、前者が原価評価、後者が時価評価（現在市場価値）にするというアイデアが生じるの
ではないかと思うのである」と説明している。IFRIC3 は金融商品との類似性を排出権の
特質と捉えそれを排出権の評価に反映させようとするものであったが、GISPRI 修正案の
場合には、消費目的の無形資産であることを強調し他の無形資産と同じように原価評価す
ることを提案している。 
 さらに、排出権を排出実績に応じて償却していくという違いも無形的な棚卸資産という
捉え方から導かれているものと考えられる。すなわち「排出権は棚卸資産的な無形資産で
あり、事業体が本来の事業活動を遂行するのに応じて発生する温室効果ガスの排出に使用
（充当）される（換言すれば、事業体は保有する排出枠の範囲内で本来の事業活動を遂行
できるということである）。排出権の使用分あるいは充当分を償却と呼ぶならば、償却され
る排出権の原価は、本来の事業活動に伴うコストの一部として製品原価や販売費等に加算
されていくのである123」という考え方である。IFRIC3 は、償却を資産の費消として反映
するため企業がその資産を保有する期間にわたってある規則的基礎に基づいて資産の原価
を償却する方法と位置づけた上で、排出権は保有期間中に期間に費消されないという理由
で償却を否定している。 
 なお、その際の貸方は割当てられた排出権の償却分である償却累計（引渡義務）と排出
量が割当てられた排出権を超過した場合の超過分の引渡義務とが区別されている124。この
ように、割当時に排出権を認識する場合でも、割当以降の会計処理に違いが生じ、GISPRI
修正案は実際の排出に応じて認識される費用の貸方を、資産の減尐と捉え、排出枠の評価
勘定として処理するとことに特徴がある125。 
 
 
                                                   
123黒川行治（2003）p.90 
124黒川行治（2003）p.98 
125大塚浩記（2004）p.98-99 
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第4項 環境省案 
環境省は、2007 年 3 月に「排出削減排出において生じる会計処理検討調査事業」を公
表した。自主参加型排出量取引はキャップ・アンド・トレード方式の排出権取引の方法を
採用していることから、日本においてキャップ・アンド・トレード方式での会計処理を明
示したものとなっている。キャップ・アンド・トレード方式の会計処理を 3 つの考え方に
整理している。 
この会計処理の違いは、キャップ・アンド・トレード方式の本質をどのように捉えるの
かに起因する違いである。よって、このうち一つの会計処理方法を選択したとしても、キ
ャップ・アンド・トレード方式の排出権取引の状況変化を理由として、会計処理の選択を
変更しなければならない可能性がでてくる126。 
 
(1) オフバランス方式 
オフバランス方式は、キャップ・アンド・トレード方式のもと、多くの企業は当初割当
の排出権をそのまま残し、足りない分を購入するという行動をとることを予想している。
つまり、当初割当排出権は事実上自由に処分できないので会計上認識しないことになる（オ
フバランスされる）。この方式の考え方は、排出権の途中売買を行う企業はまれであり、期
末において余った排出権、足りない排出権を清算する程度の取引を予定している。したが
って、排出権を積極的に貸借対照表に載せることはしない。 
この方式の長所は、キャップ・アンド・トレード方式に参加したことにより排出権が資
産計上されないため、制度開始前後での企業のバランスシートの整合性を保つことができ
る。一方、短所としては、期中の売買で当初割当排出権を売却する取引を行うとオフバラ
ンス資産を売却する取引が発生してしまうこと、期末に当初割当排出権が残ると売却可能
排出権がオフバランス資産となってしまうことである。 
 
(2) 排出削減義務当初認識法（原価法と時価法） 
排出削減義務当初認識方式では、当初割当排出権について排出削減義務を受け入れるこ
との対価と捉える。つまり、排出削減義務を受け入れると同時にその受け入れた排出権の
範囲内であれば温室効果ガス排出が可能となる排出権が契約に基づき付与されると考える。
期末では温室効果ガス排出実績に基づき排出権納付義務量が確定され、その量の増減が費
                                                   
126環境省（2007） 
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用もしくは収益となる。反対勘定の排出権は、当初割当を受けた時点以降すぐにでも売却
可能であり、会計上の資産であると考える。 
長所としては、期中でも売却可能な排出権を会計上認識することにある。これにより当
初割当排出権を売却した場合に原価 0 の売却取引の発生を防ぐことができる。 
一方、当初割当排出権を有償で実施した場合の会計処理とうまく整合がとれないという
欠点がある。なお、排出権の評価には原価法と時価法の両方が考えられる。 
 
(3) CO2 排出費用認識法（原価法と時価法） 
CO2 排出費用認識方式では、キャップ・アンド・トレード方式のもと温室効果ガスを排
出することが費用を発生させると考える。すなわち、温室効果ガスの排出は常に排出権を
消費する行為であることに着目している。費用発生の反対勘定として償却義務を認識する
ため、費用発生時と負債認識時点が同じとなる。また、当初の排出権割当と温室効果ガス
の排出費用の認識とは別個の取引と考えるのも特徴である。排出権は割当時に公正価値で
測定するため、無償割当であっても有償割当でも同じ価格となる。 
多くの企業にとってキャップ・アンド・トレード方式への参加は、温室効果ガス排出を
抑制させなければならないことを意味しているが、排出権の当初割当時に補助金を計上す
ることは企業の認識と異なるという欠点がある。優れている点としては、期中でも売却可
能な排出権がオフバランスされないこと、有償割当排出量取引制度にも対応できることが
ある。127排出削減義務当初認識法は IFRIC3 にもっとも類似する方法である。 
  
                                                   
127伊藤眞（2008）p.16-17 
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キャップ・アンド・トレード方式の会計処理方法 
  
 オフバラン
ス方式 
排出削減義務当初認識法 CO2 排出費用認識法 
原価法 時価法 原価法 時価法 
当初無償割当時 
排出権 × ○（時価測定） ○（時価測定） 
排出償却義
務 
× ○（時価測定） × 
繰延収益（補
助金） 
N/A N/A ○ 
温室効果ガス排出時 
費用および
排出償却義
務 
N/A N/A ○ 
排出権引渡時（決済日） 
排出権 × 取得原価 時価評価 取得原価 時価評価 
排出償却義
務 
× 取得原価 時価評価 取得原価 時価評価 
繰延収益（補
助金）戻入 
N/A N/A ○ 
（参照：伊藤眞（2008）p.314） 
○：認識する 
×：認識しない 
N/A：該当なし 
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最後になるが、ここで今まで説明してきた各会計処理について、表で示す。 
設例の数値は「環境省 自主参加型排出量取引 会計処理まとめ」の数値例を参考にし
ている。なお会計処理を簡便にするため、期中での排出権の売買は考慮していない。  
 
①×1 年 4 月 1 日 排出権 100,000t を＠1,000 円で受け入れる。 
②×2 年×月×日 年間排出量の見積もりは年間 70,000t であり、排出権の残高は 30,000t
である。 
 ③×2 年 3 月 31 日 期末の時価は＠1,200 円である 
 ④×2 年 3 月 31 日 排出権を引き渡す。実際排出量は 70,000t である。 
 
なお、排出において生じる貸方項目の勘定については、各々の方式や案によって異なる
がここでは、より簡便にするために排出削減義務として統一するものとする。  
（単位：千円） 
 ①当初無償割当時 
排出削減義務
当初認識法 
（フランス案） 
  排出権 100,000／排出削減義務 100,000 
＊時価測定 
 
 ＊測定は割当時の基準価格。期間終了後の余剰分は時価で評価。 
イギリス案    排出権 100,000／再評価剰余金 100,000128 
CO2 排出費用
認識法 
（IFRIC3） 
排出権 100,000／繰延収益 100,000 
＊時価測定 
 
GISPRI 修 正
案 
排出権 100,000／繰延収益 100,000 
＊時価測定 
オフバランス
方式 
（ASBJ 案） 
 
仕訳なし 
                                                   
128ここで、無償で取得した場合、原価評価するとゼロ評価となる。代案として、贈与による再
評価剰余金を計上することにより排出権を資産計上することができる。結果として、増加額は、
「再評価剰余金」（その他包括利益）科目として計上される。 
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 ②温室効果ガス排出時 
排出削減義務
当初認識法 
（フランス案） 
 
仕訳なし 
イギリス案      排出費用 70,000／排出削減義務 70,000 
CO2 排出費用
認識法 
（IFRIC3） 
（原価法）      排出費用 70,000／排出削減義務 70,000 
         繰延収益 100,000／補助金収入 100,000 
 
（時価法）     排出費用 84,000／排出削減義務 84,000 
          繰延収益 100,000／補助金収入 100,000 
 
GISPRI 修 正
案 
          繰延収益 70,000／補助金収入 70,000 
          排出費用 70,000／排出権累計 70,000 
オフバランス
方式 
（ASBJ 案） 
 
仕訳なし 
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 ③事後測定時（決算日） 
排出削減義務
当初認識法 
（フランス案） 
（原価法）           
仕訳なし 
（時価法）       
       排出権 20,000／排出権評価益 20,000 
排出削減義務再評価額 20,000／排出削減義務 20,000 
（フランス案） 
            排出権 20,000／排出権評価益 20,000 
                  
イギリス案 （原価評価）（遵守目的）     
仕訳なし 
（時価評価）（売買目的） 
排出権 20,000／排出権評価益 20,000 
排出削減義務再評価額 20,000／排出削減義務 20,000 
 
CO2 排出費用
認識法 
（IFRIC3 案） 
（原価法） 
仕訳なし 
 
（時価法）（IFRIC3）    
              排出権 20,000／排出権評価益 20,000 
GISPRI 修 正
案 
仕訳なし 
オフバランス
方式 
（ASBJ 案） 
仕訳なし 
但し、排出量が保有する排出枠を上回る場合 
                  排出費用×××／償却義務（引当金）××× 
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 ④排出権引渡時（決済日） 
排出削減義務
当初認識法 
（フランス案） 
（原価法）    排出削減義務 30,000／排出削減義務免除益 30,000 
         排出削減義務 70,000／排出権 70,000 
 
（時価法）   排出削減義務 36,000／償却差額 36,000 
        排出削減義務 84,000／排出権 84,000 
 
（フランス案） 
            諸税 84,000／排出権 84,000 
 
イギリス案 再評価剰余金 84,000／排出権 84,000 
再評価剰余金 36,000／償却差額 36,000 
 
CO2 排出費用
認識法 
（IFRIC3） 
（原価法） 
          排出削減義務 70,000／排出権 100,000 
           償却差額 30,000／ 
（時価法） 
排出削減義務 120,000／排出権 120,000 
GISPRI 修 正
案 
            排出権累計 70,000／排出権 100,000 
             償却差額 30,000／ 
オフバランス
方式 
（ASBJ 案） 
 
仕訳なし 
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第4章 望ましい会計処理 
 
第1節  排出権取引に関する会計上の論点 
 
排出権取引は、京都議定書発効後の効率的な温室効果ガス削減目標達成のための有効な
手段として機能するものとされている。キャップ・アンド・トレード方式における排出権
取引で企業は国家の管理のもとにおいて参加する。企業は、排出権取引という新たな取引
をどのように取り扱うべきかという会計問題が生ずる。 
この点につき、排出権取引に係る会計処理に関して各国において検討が行われているが、
確定的・画一的な指針は存在しない状況にある。 
前章までで説明した各基準から排出権取引にかかる論点を考える。キャップ・アンド・
トレード方式において根本的に異なる会計処理は、環境省での 3 つの方式と GISPRI 修正
案である129とされている。また、排出権取引においては様々なパターンがあることから、
無償での割当てを想定する。 
排出権取引に係る会計処理に関する論点を整理して列挙すれば、次のとおりである。 
 
1. 排出権の無償割当時のオン・オフバランス処理 
2. 排出権（資産）の定義 
3. 排出権（資産）の認識 
4. 排出権（資産）の測定 
5. 排出権引渡義務（負債）の定義 
6. 排出権引渡義務（負債）の認識 
7. 排出権引渡義務（負債）の測定 
8. 排出権と排出権引渡義務の表示方法 
9. 排出権・排出権引渡義務の事後測定 
 
第1項 排出権の無償割当時のオン・オフバランス処理 
 
ASBJ が支持しているオフバランス方式では、企業は当初割当排出権をそのまま残し、
                                                   
129 黒川行治（2008）p.25 
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足りない部分を購入するという行動を想定している。したがって、当初割当時や期中に認
識は行わない。 
オフバランス方式の長所としては、3 章でも述べたとおり、排出権取引に参加する前後
の貸借対照表の整合性を保つことができる点が挙げられている。また、排出権の交付時お
よび期末に評価損益を計上する必要がなく、会計処理が簡便になるといえる。 
しかし、大串（2008）p.58 は「オンバランス方式での会計処理にはないがオンバランス
方式に対して優位性を持つといえる場合は限られている。排出権取引の企業の事業規模に
対して占める割合が小さい場合に該当すると考えられる。しかし、排出権の無償割当てを
受け、事業用資産として保有する企業にとって、排出権取引の事業に占める割合は小さく
なく、オフバランス方式の優位性を保てる場合は限られているのではないだろうか。また、
財務諸表の意義を鑑みても、財務諸表利用者が必要と考える情報を提供していくことは重
要な役割であり、企業の環境保全活動を社会的責任として重視する投資家も尐なくなく、
排出権取引の開示に前向きな企業も多いと思われる。日本電気硝子株式会社は、環境省自
主参加型排出量取引制度に参加している企業であるが、財務諸表では排出権取引に関連す
る項目であると明確にわかるものはない。しかし、CSR 情報のなかに温暖化対策として排
出権取引を挙げている。このような状況では、今後の排出権取引の活発化に伴って、数値
的な情報を求める投資家が現れることも考えられる。そうなれば、排出権取引に参加する
前後の貸借対照表の整合性を保つことよりも、投資家の潜在的なニーズを満たすことのほ
うが重要となる場合もあるのではないだろうか。この投資家のニーズには、CSR 報告書
や財務諸表における注記で、排出権の物量を開示することによって満たされるという見解
もあるが、取引対象としても価値を持ち、取引によって温室効果ガスの削減を実現するこ
とも可能であるため、金額として排出権を表示することは必要となると考えられる。  
以上の状況を考慮すると、オフバランス方式がオンバランス方式に優位性を持つ場合は、
排出権取引の企業の活動に占める割合が低く、取引の開示に対する投資家のニーズも尐な
くない場合などに限られると考えられる」としている。 
 一方、短所としては、期中の売買で当初割当排出権を売却する取引を行うとオフバラ
ンス資産を売却する取引が発生してしまう。期末に当初割当排出権が残ると、売却可能排
出権がオフバランス資産となってしまう。また、償却時まで費用認識が行われないため過
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年度に温室効果ガスの排出を行っている場合、期間損益計算の観点から130は好ましくない。 
 
第2項 排出権（資産）の定義 
排出権を資産として認識・測定するにあたり、まず排出権は会計的にどのような性質を
持つものであろうか。仮に資産であるとすれば、どのような性質を持つ資産なのであろう
か。また、排出権は資産としての性質しか持たないのであろうか。あるいは、排出権を取
得することは債務を引き受けることになるかもしれない。では、仮に債務を引き受けるな
らば、引き受けた債務はどのような性質を持つものなのかが問題となる。 
ASBJ の討議資料「財務会計の概念フレームワーク」（以下、「ASBJ 討議資料」）では、
「資産とは、過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配131している経済的資源
132」としている。ここで経済的資源とは、キャッシュの獲得に貢献する便益の源泉をいう
とされている。また、将来キャッシュの獲得とは、直接または間接でのキャッシュ・イン・
フローの増加、キャッシュ・アウト・フローの減尐又はそれらの組み合わせであると考え
られる。 
排出権は、企業が無償で政府から与えられたもの、または購入してきたもののいずれも
取引可能なものである。すなわち、排出権取引制度の参加者は余剰となった排出権を市場
での売却や排出権という義務を果たすために自ら使用することによって、ペナルティなど
の現金流出額を減尐させることも可能である。こういったことから排出権はキャッシュ獲
得能力を持ち、将来の経済的便益が期待されるもの133と考えられ、資産の定義を満たす。 
 次に排出権が資産の定義を満たすならば、排出権はどのような資産性を有するものなの
だろうか。 
キャップ・アンド・トレード方式によって取得した排出権について、IFRIC3 では「政
府によって発行されたか購入したかに関わらず、排出権は IAS38 にしたがって会計処理さ
                                                   
130この期間損益計算の不整合について、宮武（2010）p.118 は「過年度に計上されるのは見積
もりであり、排出量は確定値ではない。償却期になって正確な値が判明し実際に償却を行う際
には、排出権の市場価格も変動している可能性が高い。これを考慮すれば、よほど重要性が高
い数値でない限りは注記で対応し、簡便性を優先した処理が良い」としている。  
131ここでいう支配とは、所有権の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、そこか
ら生み出される便益を享受できる状態をいう。 
132一般に、繰延費用と呼ばれてきたものでも、将来の便益が得られると期待できるのであれば、
それは、資産の定義には必ずしも反していない。 
133遠藤悦子（2008）p.19 
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れるべき無形固定資産である134」としている。すなわち、排出権を無形資産とくに市場価
格が存在する無形資産とし、金融商品ではないものとした。これは GISPRI 修正案及び環
境省案と同じものといえる。 
ここで、黒川（2003b）p.171 は「排出権はバッズ135消滅義務免除権であり、事業体は
排出権を資産として保有することにより課徴金等のペナルティが課されることなくその範
囲内で当該事業体の本来の活動である製品・サービス等の生産活動が行える」ものとして
いる。 
ASBJ は、実務対応対応報告第 15 号で「排出権の性格は、①京都議定書における国際的
な約束を各締約国が履行するために用いられる数値であること、②国別登録簿においての
み存在すること、及び③所有権の対象となる有体物ではなく、法定された無体財産権では
ないということが京都議定書に由来する特徴として挙げられる。」とし、「排出権に関して
は、企業会計基準第 10 号第 4 項において例示された資産の形態と類似性がないことや、
排出権を保有する者は現金を受け取る契約上（国別登録簿利用規程上）の権利がない136こ
とから金融資産には該当しないものと考えられる137」としている。すなわち、法定された
無体財産権ではないが無形の財産的価値があることから、会計上は無形固定資産に近い性
質を有していると見られている。 
無形固定資産には、のれん・特許権・借地権（地上権を含む）・鉱業権等が例示されて
いるが、排出権は、これらの中のどの資産に類する資産であろう。実務対応対応報告第 15
号では「時間の経過による減価がないこと及び陳腐化がないと考えられることから減価償
却は行わないが「固定資産の減損に係る会計基準」の対象となる」として償却不要資産と
している。すなわち、規則的な償却を行わず価値が損なわれた時に減損処理を行う方法が
考えられることから借地権に近い性質のものと見られている。 
一方で、平井（2007）p.44-45 は、「排出権は使用することによって消滅することになる。
いずれの方式によって取得した排出権であっても、使用に限りがある無形固定資産である
                                                   
134IFRIC（2004）BC13 
135バッズとは、人々に対して便益をもたらす製品・サービスの生産過程において、人々になん
らの便益をもたらさず、むしろ不便益となるような製品・サービスが生産されるケースを表す。 
136この点については、日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 14 号「金融商品会計に関
する実務指針」（以下、「金融商品実務指針」という。）第 4 項を参照のこと。 
137もっとも、排出クレジットを基礎数値とする契約がデリバティブ取引として金融商品に該当
する（金融商品実務指針第 3 項、第 6 項及び第 20 項）場合には、金融商品会計基準に従っ
て会計処理することとなる。 
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と見るべきである。使用に限りがある無形固定資産というと、特許権、鉱業権等がある。
特許権は償却資産であるが使用頻度に応じて価値が減尐する資産ではない。これに対して、
鉱業権は使用頻度に応じて価値が減尐する資産である。鉱業権は、埋蔵資源のように採取
されるにつれてその実体が部分的に漸次減耗し枯渇する資産である。ただ、鉱業権は枯渇
した場合には、再生が不可能でありこの点において排出権と異なる。排出権は、使用に応
じて価値が減尐するが、再生可能な資産（ここでは、新たに同質のものが購入することが
できる）である。このように考えると、排出権は林業における山林のように採取されるに
つれて漸次減耗し枯渇するが、新たに植林することによって再生可能な資産である。つま
り、排出権は山林のような減耗性資産に該当する資産である。」とも述べている。 
 いずれにしても、排出権は無形の固定資産としての性質を持つものである。 
 
第3項 排出権（資産）の認識 
認識の定義として、ASBJ 討議資料では「構成要素の定義を満たす諸項目を財務諸表の
本体に計上すること」としている。 
ASBJ 討議資料においては、定義を充足した項目は「①基礎となる契約の原則として尐
なくとも一方の履行②いったん認識した資産・負債に生じた価値の変動が認識の契機にな
るとされる。」また、財務諸表の構成要素の定義を充足した各種項目が財務諸表上での認識
対象となるためには上記の事象が生じることに加え、一定程度の発生の可能性が求められ
る。 
一定程度の発生の可能性（蓋然性）とは、財務諸表の構成要素に関わる将来事象が一定
水準以上の確からしさで生じると見積られることをいう。財務諸表の構成要素を認識する
際に前項の要件が求められるのは、発生の可能性が極めて乏しい構成要素を財務諸表上で
認識すると誤解を招く情報が生まれるからである138。一定程度の発生の可能性と見積もり
の信頼性が求められている。 
排出権の性質と照らして、一定程度の発生の可能性について排出権取引制度の参加者は
余剰となった排出権を市場内で売却することもできるし、排出権という義務を果たすため
に自ら使用することができることから排出権の発生の可能性は高いといえる。また、見積
                                                   
138 逆に確定した事実のみに依拠した会計情報は有用ではないとみるのも伝統的な通念である。
発生の可能性を問題にする場合には、2 つの相反する要請のバランスを考えなければならない
とされる。 
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もりの信頼性において排出権の取引では相対取引または市場を通しての取引となるが一定
規模の市場は既に成立しており、市場価格が存在していることから排出権の価格について
は信頼性を持って測定できる価格を有しているといえる。 
それでは、資産の定義を満たす排出権を財務諸表においていつ認識することになるであ
ろうか。 
上述の各基準において、①排出削減義務当初認識方式（フランス案）、②イギリス案、
③CO2 排出費用認識方式（IFRIC3）、④GISPRI 修正案は、ともに当初無償割当時に排出
権を認識することとなる。いずれも当初無償割当時に排出権を認識するがそれぞれ考え方
は異なる。①排出削減義務当初認識方式（フランス案）では排出削減義務の受け入れの対
価とし、③CO2 排出費用認識方式では温室効果ガス排出によって消費される消費財とし、
IFRIC3・GISPRI 修正案では義務を決済するために売却または使用可能である移転可能な
証明としている。一方、オフバランス方式では排出権は計上されないこととなる。 
 
第4項 排出権（資産）の取得時の測定 
ここでは認識された排出権がどのように測定されるかをみていく。 
ASBJ 討議資料において、測定とは、「財務諸表に計上される項目に貨幣額を割当てるこ
と。」とされている。当初無償割当時に排出権が認識される場合、排出権は公正価値で測定
される。 
IFRIC3 では、第 3 章第 3 節で示したように、排出権は IAS38 にもとづく無形資産であ
ると結論づけた。これによって当初は政府から与えられた排出権に関しては IAS20 を適用
して公正価値で計上するが購入した分に関しては取得価額で測定することになる。その後、
決算日の測定に関しては IAS38 における原価モデルと再評価モデルそれぞれの適用が可
能である。 
 
第5項 排出権引渡義務（負債）の定義 
 ASBJ 討議資料では、負債を「過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配し
ている経済的資源を放棄もしくは引き渡す義務、またはその同等物をいう」としている。 
上述の各会計処理においては排出において生じる貸方項目についてそれぞれ異なった
考え方を示している。 
排出において生じる貸方項目について、①排出削減義務当初認識法では排出削減義務受
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け入れの対価として扱う（対価として計上される排出枠の割当てに対して受け入れるべき
義務そのものとして扱う）。一方で③CO2 排出費用認識法では温室効果ガス排出によって
消費される消費財として扱う（温室効果ガスの排出によって生じる費用の相手科目として
扱う）。また IFRIC3 では排出枠を守るために保有する資源として扱う（排出権の引渡に必
要になると予想されるものとして、排出が行われると引当金等により負債を認識すること
になる）。 
上述のようにそれぞれが異なる考え方を取るために、勘定科目は排出削減義務当初認識
法では「排出削減義務」、CO2排出費用認識法では「排出権償却義務」、IFRIC3 では「排
出権引渡義務」と異なった名称で扱うこととなる。 
しかしながら、これらは排出において生じる貸方項目を負債として計上することは共通
している。 
 
第6項 排出権引渡義務（負債）の認識 
排出において生じる貸方項目が負債の定義を満たすならば、次に、どのタイミングで計
上されるべきなのだろうか。 
上述の案を比較すると、負債を認識する時期が異なっている。これは、排出削減義務の
発生時期をどのようにするかによって違っている。排出権を割当てられるという事象、実
際に温室効果ガスを排出するという事象、排出枠を超過する排出がなされたという事象で
ある。 
ASBJ 案（オフバランス処理）の考え方において、排出権は温室効果ガスを排出する権
利であり、ゆえに排出時に排出権は償却されるべきで、 排出権が実際の排出量をカバーで
きなくなった時のみ負債は計上されるべきであるため、排出枠を超過する排出がなされた
という事象で負債を計上する。すなわち、政府に引き渡さなければならない追加の排出権
が必要となってくるので排出権を獲得する義務が生じるとなる。 
 同様に、CO2排出費用認識法・IFRIC3・GISPRI 修正案ともに、排出枠を割当てられる
という事象で排出権引渡義務という負債を貸借対照表に認識することはない。事象が実際
の排出に対応させて排出枠を償却する処理につながっていると考えられ、ASBJ 案の場合
にはこの事象が排出枠との結び付きを決定付ける一番の要因になっていると考えられる
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139。 
 CO2 排出費用認識法・IFRIC3 は、実際に温室効果ガスを排出するという事象で排出権
引渡義務という負債を認識する。他の案もこの事象でなんらかの処理を行うが GISPRI 修
正案は排出権返還義務（排出権償却累計）としているものの負債ではなく排出権を減額し、
ASBJ 案は保有する排出権を簿外で減額するという違いがある。また、IFRIC3 はこの事
象で負債を認識するために、政府補助金という収益と排出権引渡義務に対する費用との測
定時点にズレが生じ、ミスマッチが生じる原因ともなっている（第 3 章第 3 節参照）。 
 GISPRI 修正案と ASBJ 案は、排出枠を超過する排出がなされたという事象において、
その超過する分だけを負債として認識する。また、IFRIC3 は実際の排出が排出枠を超過
しようとしまいと会計処理を区別しない。一方で、GISPRI 修正案は割当てられた排出枠
内に収まっている場合には排出枠返還義務（排出枠償却累計）、排出引渡義務として義務を
区別しており、ASBJ 案は初めて実際の排出量が超過した場合に排出枠に関する取引の会
計処理を行うという違いがある140。 
 
第7項 排出権引渡義務（負債）の測定 
ここでは、排出権引渡義務がどのように測定されるかをみる。 
排出削減義務当初認識法・CO2 排出費用認識法・IFRIC3 では、それぞれの考え方が異
なるため測定方法も異なる。 
 排出削減義務当初認識法・CO2 排出費用認識法では、原価法・時価法が示されてい
る。排出削減義務当初認識法・CO2 排出費用認識法は期間経過後には、結果的に同じ測
定方法になるが、排出削減義務当初認識法では、排出権を排出削減義務の受け入れへの
対価と考え対価のみが計上されその対価の原因を計上しないことは不自然であること
から計上される。一方、CO2 排出費用認識法では、温室効果ガスの排出は常に排出権を
消費すると考えその反対勘定として排出権償却義務を計上する。 
また、IFRIC3 では、排出権引渡義務の決済時に必要な支出を見積もる。ここで、負
債の評価に関しては貸借対照表日の排出権の市場価格で評価されるべきであるとして
いる。 
 
                                                   
139遠藤悦子（2008）p.22-23 
140大塚浩記（2004）p.100-102 
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第8項 排出権と排出削減義務の表示方法 
ここで、排出において生じる借方・貸方項目がどのような関係性を有するのかをみる。
排出において生じる資産と排出において生じる負債が独立して存在しているのか、結び付
いているのかという点が論点として挙げられる。すなわち、総額で処理を行うか純額で処
理するかである。 
企業会計原則においては、「資産・負債及び資本は、総額によって記載することを原則
とし、資産の項目と負債又は及び資本の項目とを相殺することによって、その全部又は一
部を貸借対照表から除去してはならない（「企業会計原則」第三、一 B）」という総額表示
の原則を掲げている。これは、企業の財政状態の明瞭表示を要求するものとされる。した
がって、例えば売掛金と買掛金とを相殺し残額を表示することは企業間信用の度合いを隠
すことになるため適当ではないとされている。ただし、個別の会計基準では特定の資産と
負債を純額で相殺表示することが認められている。 
また、IAS1「財務諸表の表示」でも、IAS の他の基準により要求または許容される場合
以外は相殺表示を行ってはならないとし、総額によって資産・負債を表示することを原則
としている。このように、貸借対照表において、資産・負債を総額で表示することが要請
されるのは、資産・負債の相殺表示がみだりに行われると財務諸表の利用者が取引を理解
し企業の将来キャッシュ・フローを評価することが困難になるからとされている141。 
原則通りである場合には、排出権と排出削減義務の両建て表示に起因する期間損益計算
の歪みという問題が存在する。すなわち、IFRIC3 では、排出権の交付時に資産と負債の
両建てを行い、負債に計上された国庫補助金は、排出権が割当てられた約束期間にわたっ
て規則的な方法によって償却され、他方、排出削減義務の発生に伴う費用は、排出削減義
務の発生時における排出権の公正価値に基づいて計上されることにより、費用と収益の対
応に歪みが生じる。 
この点について、IAS 第 38 号における再評価モデル（revaluation model）で排出権を
再評価すれば、排出権と排出削減義務は同一時点の公正価値によって評価される。しかし、
排出権を再評価しても排出権評価益は貸借対照表の資本の部に計上されるため、問題は解
消されない。   
また、公開草案公表後に IFRIC が主張したように、仮に排出権評価益も損益計算書へ計
上できるとすればこの問題は解消できるが、無形資産の評価益を損益計算書に計上すると
                                                   
141秋葉賢一（2000）p.6 
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いう会計処理は、IFRS の定めに馴染むものとはいえない。 
両建て表示に対し、反論としては、以下が挙げられる142。 
1. キャップ・アンド・トレード方式による排出権取引に参加する企業が保有する排出権
には事業活動から生じる温室効果ガスの排出に伴い排出削減義務が付随しており、排出権
と排出削減義務には不可避的な契約上の関係が存在する。 
2. 何種類かの排出権であっても、一定のルール等による換算により 1 つの排出権削減義
務の履行に用いることができるだけである。 
3.排出権の購入は一般的には排出削減義務の充足に行われるものであり、その際に 
資産計上することは純額計上の考えに矛盾していない。 
4.排出権は無形資産であると位置づけられており、IAS 第 32 号の相殺表示の要件に依拠
する必要はない。 
5.保有排出権の総額等に関しては、注記による開示によって補完することもできる。  
6.純額での決済の確実性をもって資産と負債の相殺表示を認めることは、事後的な利害
調整の観点からも望ましい143。 
これらの反論は、IFRIC3 による排出権と排出削減義務を両建て表示することに対する
反論でもあり、排出権と排出削減義務を相殺表示することの論拠にもなる。排出権と排出
削減義務を相殺表示すれば期間損益計算の歪みは解消される。当初割当てられた排出権は
名目価額によって認識・計上され、排出権が排出削減義務を超過した部分について引当金
が計上される。また、両建て表示を望む情報利用者に対しては保有排出権の総額等に関し
て貸借対照表に対する注記によって開示を行うことにより補完されることなる。 
 しかしながら、仮に排出権と排出削減義務とが結び付いていると考え純額で処理した場
合、評価勘定として処理する方法や、相殺する処理する方法は妥当なのであろうか。いず
れの案も排出権を金融資産とは捉えていない。ASBJ が指摘しているように、必ずしも
IAS32に示されている金融資産と金融負債の相殺の要件を厳密に満たす必要はないと考え
られるが、例えば IAS32 に示されているような「相殺する法的権利の存在」と「相殺する
意図の存在」といった相殺要件は概ね一般的な要件となる。 
 この問題について大塚（2004）p.101 は「排出権は、排出に応じて生ずる排出削減義務
を決済できることにもっぱら価値があると考えられるので、相殺にかかわる法的効力はあ
                                                   
142赤塚尚之（2003）p.183-184 
143秋葉賢一（2000）p.10-12 
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ると考えられる。問題となるのは後者の決済する意図である。この決済する意図について、
キャッシュ・フローとの関連から相殺の意図があるとすれば相殺後の残額のみが授受され、
相殺の意図がないとすれば債権と債務のそれぞれの受取と支払が行われることが指摘され
ている。排出権を保有していれば決済時に相殺後の残額についてキャッシュ・フローが生
ずることになるのでこの意味でも相殺の要件を満たしているように思える。ただし、ASBJ
案では最終的に排出実績が排出枠を超過している場合には負債を認識し差額を決済するが、
超過していない場合の差額は認識しないとしたら上記の要件を満たすのであろうか。排出
枠の割当時には排出枠をゼロで認識すると表現されているが、そもそも排出権を資産とし
て認識するのかという点が明確ではない。これも約束期間末日に残った排出権がどのよう
になるのかといった制度の理解によるのかもしれないが、ある事象を認識している場合に
は貸借対照表に表示されるという関係にあると考えた場合、何らかの対照勘定を想定して
いる処理であるのかといった考え方や、IAS37 では偶発資産は認識しないということで最
終的に供出されない排出枠が残っている場合が説明できるのか」としている。 
 また、佐藤（1991）p.42-43 は「評価勘定は相殺後の数値に意味があり、一方が従たる
勘定であることから資産や負債の概念には合致しないという特徴がある」と指摘している。
GISPRI 修正案は、排出権を実際の排出に伴って増加する排出権引渡義務をカバーできて
いることを示すように評価勘定控除後の残額に意味を持たせている。この意味では、最も
結び付きの関係が表れていると考えられるが、IFRIC3 の示した排出枠の価値が保有期間
中に費消されないという特徴を認めた場合その会計処理をどのように捉えるかが課題とな
る。 
 排出権と排出権引渡義務が結び付いていないとする IFRIC3 でも先に示したように、割
当当初に認識される政府補助金の償却による収益と、実際の排出に応じて認識される排出
権引渡義務に対する費用は対応していなければならないとしている。期末に排出権を再評
価した際の貸方が資本としてではなく収益として損益に認識されなければ、損益計算のミ
スマッチが生ずる144。 
 排出権を認識した上で実際の排出に応じてそれを償却する GISPRI 修正案の場合には、
現行の規定に照らして矛盾が尐ないものと考えられるが排出権の特質を反映している。ま
た、保有する排出枠を超過するまで排出枠取引に関する会計処理を行わない ASBJ 案の場
                                                   
144大塚浩記（2004）p.102-103 
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合には、負債を認識するまでの相殺に関する視点を明確にする必要があると考えられる145。 
排出において生じる借方・貸方項目について両建て表示にする際には期間損益計算の歪
みが発生する。一方、純額表示ではその理論的根拠が上述のように不明確であるといえる。 
 
第9項 排出権・排出削減義務の事後測定 
 ここでは、事後測定、すなわち割当てられた排出において生じる貸方・借方に再評価を
行うかをとりあげる。 
 排出権の事後測定に関して、IFRIC3 では原則的会計処理方法として取得原価により評
価する方法と、代替的会計処理方法として活発な市場を観察することにより決定される公
正価値により評価し、評価損は損益計算書に計上し評価益は再評価剰余金として貸借対照
表の資本の部に計上する方法という 2 つの方法を規定している。そこで割当てられた排出
権を再評価すべきか否かが論点となる。 
この点について、IFRIC3 は、これら 2 つの方法のうちいずれを採用すべきか明言して
いないが赤塚（2004）p.178 は「排出権が市場において容易に取引可能であり、かつ、市
場価格決定のメカニズムも備わっている点に鑑み、代替的会計処理方法を推奨しているも
のと思われる。このことは、数値例において代替的処理方法を用いていることからも想定
される」としている。 
また、取得原価で測定した場合には測定のミスマッチが生じることとなる。排出権は取
得原価で測定されるのに対して、排出削減義務は当該義務を決済するために要すると見積
もられる支出額で測定される。すなわち、IAS38 を適用する資産と IAS37 を適用する負債
では評価方法が異なりミスマッチが生じるため、企業は生じた排出権引渡義務を割当てら
れた排出権を用いて決済しただけであるにもかかわらず、拘束期間中に利益または損益が
発生する146。 
一方、公正価値で測定した場合には報告のミスマッチが生じる。排出権の価値の変動は
資本の部に計上されるのに対して、排出権引渡義務の価値の変動は損益計算書に計上され
る。 
排出削減義務当初認識法・CO2排出費用認識法においても原価法・時価法の例示があり、
IFRIC3 同様、いずれを採用すべきかは定められていない。 
                                                   
145大塚浩記（2004）p.103 
146村井秀樹（2008）p.6-7 
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第10項  排出権の減価償却・減損処理 
ここでは排出権の減価償却について述べる。減価償却について、時価評価した際には問
題とはならず、原価評価する際および IAS38 に基づく再評価モデル（revaluation model 
）発生する論点となる。一方、減損処理については時価評価・原価評価いずれでも考え
られる。 
実務対応報告第 15 号では「時間の経過による減価がないまたは陳腐化がない」 として
排出権について減価償却を認めていない。 
IFRIC3 においても、経済的便益の消費を正しく反映させるために耐用年数にわたって
規則的に償却するということは、排出権の経済的便益を認識するタイミングという意味か
らみて矛盾することになるとしている。これは、第 3 章第 3 節でも述べたように IFRIC3
では、排出権を「温室効果ガスを排出する権利」ではなく「温室効果ガスを排出すること
によって生じる義務を決済するために参加者に与えられた手段」と位置づけ、温室効果ガ
スを発生させてしまったという債務を決済するために排出権を手放す際に経済的便益を認
識することになる147ことが予想されていたからである。 
このような理由から、IFRIC3 で排出権は償却すべきではないとし、排出権の残存価格
は取得原価（または再評価額）と同じとなると結論づけた148。 
一方、平井（2007）p.44-45 は「排出権は使用できる限度が決まっていることから、償
却計算を行うべきである。ただ、その償却費は減価償却費ではない。使用した量に応じて
償却するのであるから、減価償却ではなく、山林のような枯渇性資産と同様に生産高比例
法による減耗償却を行うべきである。排出権償却費という勘定科目を用いたが、下記のよ
うに減耗償却費として処理し、製造原価に算入すべきである。 
（借方）減耗償却費（製造原価）×××万円 ／（貸方） 排 出 権×××万円 
」としている。 
実務対応報告第 15 号において、排出権を無形固定資産とする場合には減損認識の対象
とするとしている。 
では、排出権について減損の兆候、将来キャッシュ・フローの見積り、回収可能価額の
測定はどのようにおこなうべきなのであろうか。弥永（2008）p.18 は、「まず、減損の兆
                                                   
147遠藤悦子（2008）p.20 
148赤塚尚之（2004）p.178 
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候について、実務対応報告第 15 号では排出権は第三者への売却可能性に基づく財産的価
値を有していることに着目して資産計上をしているため、他の資産とのグルーピングは適
当でないとされており、排出権単独での減損の兆候の判定がおこなわれると考える。次に、
将来キャッシュ・フローの見積りについて排出権の場合に生じるキャッシュ・フローは、
通常の資産のように利用によって生じた収益等ではなく、排出権の売却に関するものであ
ると考えられる。そうすると、回収可能価額の測定も売却によって生じるキャッシュ・フ
ローを用いることになると考えられる。よって、将来の排出権の売却によって生じるキャ
ッシュ・フローを割引いたものかその時点での排出権の時価のどちらか高いものを回収可
能価額とすることになるのである。 
以上のように、排出権について固定資産の減損に係る会計基準を適用することは可能で
ある。しかし、通常の資産と違いキャッシュ・フローの見積りにあたって、使用によるキ
ャッシュ・フローが見込めない点に留意する必要があるといえる。 
また、排出権は金融商品的な性質を持った資産でもあり、事業用に保有している場合で
も市場での売買が可能であるため、企業の排出削減コストが排出権の時価よりも低い場合
には売却される可能性が高い。固定資産の減損に係る会計基準は、このように売却によっ
て投資額を回収することになる蓋然性が高い資産を対象としていない」としている 
 
 
第2節  会計処理に要求されるニーズ 
 
ここまで、気候変動の現状と気候変動への対応策である排出権及び排出権取引に係る会
計処理について述べてきた。ここで、想定される排出権取引における企業財務への影響と
排出権取引を開示することの有用性を考えたい。 
 そもそも、排出権取引においてのキャップ・アンド・トレード方式とは、政府等の規制
機関が個々の企業の温室効果ガス総排出可能量（キャップ）を設定し、各企業に排出権を
割当て、割当てた排出権のうち余剰分の取引を認め、このような企業間の自発的な取引に
より目標の排出削減を達成しながら経済全体の費用を最小化することを目指す仕組みであ
る。 
 また、排出権取引を開示することが本来の「会計」の目的に合致するのかという問題も
ある。会計あるいは財務報告は、財産の委託・受託関係に起源をもつものと考えられてい
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る。つまり、ある企業（一般に principal と呼ばれる）が自己の持つ財産の管理・運用を
別の企業（一般に代理人 agent と呼ばれ、主人－代理人の関係はエイジェンシー関係と呼
ばれる）に委ねるという状況のもとから発生したと考えられる。そしてこの場合に受託者
には委ねられた財産について適正に運用・保全し、その状況を出資者に報告する責任が発
生する。これを会計責任（accountability）という。 
 こうした財産の委託・受託関係の中で、受託者は常に委託者の利益の最大化のために行
動するとは限らない。むしろ、かれらは受託財産を大なり小なり自分の利益のために利用
しようとする誘惑（これを道徳的危険と呼ばれる）に絶えずさらされている。しかも、財
産の委託・受託が長期的になると受託者側には財産の管理、運用に関する専門的情報が蓄
積される一方、委託者は常に委託者と同程度のそうした専門情報に精通することはできな
いという情報の非対称性（informational asymmetry）が生じる。そうなると、情報優
位の受託者が受託財産を委託者の利益を最大化するよう効率的かつ誠実に運用しているか
どうかを情報务位の委託者が監視することは至極困難なことになる。 
 このような経営者の道徳的危険から一般株主を保護する方法として早くから採用されて
きた方法として、経営者に企業の業績と財産の運用状況を定期的に第三者の監査証明付き
で株主に報告させるといったことであった。そうした会計報告を通じて一般株主と経営者
の間の情報の非対称性が多尐なりとも解消されることが期待される。こうした会計報告は
経営者が株主から受託した財産の管理・運用の顛末を定期的に所定の形式に従って委託者
に「説明」することで自らの受託責任を履行し、この説明（財務報告）によって委託者か
ら資金を受けた受託者の受託責任が解除されるという会計の本源的機能の具体例となる
149。現在の会計または財務報告は会計責任と受託責任から発生し、情報提供機能を主軸と
して成り立っている。 
 実際、現行の会計基準で財務報告の目的において ASBJ は「投資家による企業成果の予
測と企業価値の評価に役立つような、企業財務状況の開示にある」とし、IASB では「現
在のおよび潜在的な投資者、融資者および他の債権者が企業の資源の提供に関する意思決
定を行う際に有用な、報告企業についての財務情報を提供することである」とし、FASB
においても「現在及び将来の投資者・債権者その他の情報利用者が合理的な投資・与信お
よびこれに類似する意思決定を行うのに有用な情報を提供しなければならない（para.34）。
また企業の経営者が出資者（株主）に対して、当該企業に委託された資源の利用について
                                                   
149 醍醐聰（2008）p.3-5 
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その受託責任をどのように遂行したのかについての情報を提供しなければならない
（para.50）150」としている。 
 そして近代では、SRI などの拡大などにより、企業は独自の開示として財務諸表のほか
環境報告書、その他の財務報告、サステナビリティ報告や CSR 報告書など（以下、「その
他の報告手段」）を通して環境情報やそれに付随する項目として排出権に関する情報を開示
している。この開示のみならず、財務諸表に排出権として計上することの意義はあるので
あろうか。 
 現在の開示においてその他の報告手段では不十分であろう。それどころか、企業自体も
かかる情報を的確に把握できておらず、任意開示情報が企業価値とどのような関係にある
のかを発行体である企業自身も必ずしも理解しているとは言えない151。企業価値とは、本
業が将来生み出すキャッシュ・フローを現在価値に割り引いた総額であり、将来の環境へ
の不確実性に対処することを開示することで将来生み出すキャッシュ・フローの見積もり
を正確にすることができる。特に投資家等にとっては企業の環境への行動がどのように財
務的な影響を及ぼし、そのような環境への行動に関する財務情報が環境上へのリスクと管
理の評価に使用し将来キャッシュ・フロー予測に役立つのかに関心がある。また、その他
の報告手段は、法制化されておらず記述内容が企業によって独自の開示となっており、財
務諸表利用者が比較するには難しいものとなっている。一般的な利用者においては、企業
情報を財務諸表本体に計上される数値情報に主眼をおいているとみられる。これらの事に
鑑みると、排出権という項目を新しく財務諸表に計上することの有用性はあるものと考え
られる。 
また一方で、財務報告を情報提供機能の役割という有用性を見た場合、ASBJ・IASB・
FASB での資本市場における財務報告の目的は、投資家の将来キャッシュ・フローの予測
に役立つ、ひいては企業価値評価に役立つ会計情報の提供にあるとし共通している。京都
メカニズムにともなう排出権取引に関しては、排出権を取得しそれを売買し利益を得るこ
とによる企業財務へのプラス効果が考えられる。また、排出削減のための設備投資等のコ
ストより、京都メカニズムを通じて排出権を得たほうがコストの負担が軽減される場合も
ある。目標到達の不足分を排出権ですべてまかなうとした場合には負担が企業にかかる。 
この時、UK-ETS や環境省の自主参加型の国内排出権取引制度に見られるような国内市
                                                   
150 平松一夫（2002）p.70-72 
151 広瀬義州（2011）p.17 
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場排出削減目標達成による報奨金および補助金の獲得は財務にプラス効果となるし、逆に、
EU-ETSに見られるような削減未達成の場合の罰金は当然に企業の財務にとってマイナス
となる。今後、開設される予定の国内市場において、先の自主参加型国内排出権取引制度
の削減未達成の場合と同様に補助金の返還が罰則として盛り込まれれば、対象企業が補助
金獲得を財務計画の中に含めている場合には、結果的に財務にマイナスの影響を生じさせ
る可能性もある152。 
排出権取引は、将来のキャッシュ・フローに影響を与えることから、予め開示しておく
ことは投資家の意思決定に有用な情報となりうる。 
 
 
第3節  望ましい会計処理 
 
ここではキャップ・アンド・トレード方式を前提として排出権取引について望ましい会
計処理を検討していく。 
 上述のように、IASB においては IFRIC3、国内においてはオフバランス方式・排出削減
義務当初認識法・CO2排出費用認識法が提案された。これらの会計処理を参考にし、キャ
ップ・アンド・トレード方式取引での会計処理を検討する。 
 
第1項 排出権取引のオンバランス化 
先ず、排出権取引をオンバランス・オフバランスするかが問題となる。オフバランス方
式で処理する際には、上述した IFRIC3 でのミスマッチや会計上の論点は問題とならなく
なる。この方式では、多くの企業は当初割当排出権をそのまま残し、足りない分を購入す
るという行動をとることを予想している。つまり、当初割当排出権は事実上自由に処分で
きないので、会計上認識しないこととなる。考えかたとして排出権の途中売買を行う企業
は稀であり、期末において余った排出権、足りない排出権を清算する程度の取引を予定し
                                                   
152イギリスの BP 社では、1998 年から 1999 年にかけ京都議定書発効に先がけて、社内に各ビ
ジネス・ユニット（BU）をもうけ、余剰枠を排出権として取引を行った（取引開始は 2000 年）。
同システムは、社内における削減目標を達成しイギリス内での市場取引が開催される前にすで
に終了している。こうした社内排出権取引システムは社内の排出削減を促すとともに京都メカ
ニズムにもとづく排出権取引に参加する上でのインセンティブ効果を生むと考えられる。野村
佐智代（2007）p.95-96 
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ている153。この場合には、注記や CSR 報告書等により対応を図ることとなる。 
 しかしながら、排出権の期中の売買で当初割当排出権を売却する取引を行うと、オフバ
ランス資産を売却する取引が発生してしまう。また、期末に当初割当排出権が残っている
と売却可能排出権がオフバランス資産となってしまう。さらに、排出権を財務諸表本体で
開示することが投資家にとって有用であることを鑑みると、結果としてオフバランスにな
るとはいえ不適切であるといえる。すなわち、排出権取引にかかる会計処理が一切財務諸
表に計上されなくなり、実際には経済的事象が生じているにも関わらずその実態が財務諸
表に計上されなくなくなる。また、投資家が欲している情報は、将来の不確実なキャッシ
ュ・フローの予測に資する情報である。排出権取引にかかる将来のキャッシュ・フローは
不確実ではあるものの、将来のキャッシュ・フローを減額させる性質を持つ。この性質は 
 また、企業にとっても排出権取引にかかる処理、ここでは特にキャップ・アンド・トレ
ード方式でのケースであるが、排出削減目標に向けて削減を行っている事を投資家に数値
として開示することには、企業努力を正当に評価してもらうという意味で開示へのインセ
ンティブが働く。排出権の当初割当分から継続開示することによって、投資家に対して分
かりやすく情報を提供することができる。また、投資家が行う企業評価において、大多数
が将来キャッシュ・フローの予測から企業を評価する。その将来キャッシュ・フローの予
測は財務諸表を基礎としておこなわれる。財務諸表本体に数値情報として開示することは、
投資家と企業の間に存在する情報の非対称性を緩和することにもなる。すなわち、企業に
事実の開示を要求するディスクロージャー制度にも整合する。また、その削減の結果とし
て、削減目標を大きく上回る場合には将来のキャッシュ・イン・フローをもたらし、企業
価値を押し上げる効果を有するのではないだろうか。 
 また、日本公認会計士協会も「気候変動情報の開示に関する提言」において、有価証券報告
書に新しい項目を作り、企業の事業別の排出量や削減のための設備投資の状況を明らかにす
べきとしている。 
 以上から排出権取引をオンバランスすることを支持する。 
 
第2項 当初割当時の貸方項目 
 次に、借方項目については排出権154とし、オンバラスとする場合貸方項目をどのように
                                                   
153環境省（2007）p.8 
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取り扱うかが問題となる。排出削減義務当初認識法では、対価として計上される排出権の
割当てに対して受け入れるべき義務そのものとして扱う。これに対し、CO2 排出費用認識
法や IFRIC3 では、温室効果ガス排出によって排出削減義務を負う（温室効果ガスの排出
によって生じる費用の相手科目とし、償却義務を認識する扱う）ため、これらの場合の当
初割当時では、排出権の反対勘定は、繰延収益等で計上することになる。 
上述のようにそれぞれが異なる考え方を取る為に当初割当時の貸方項目は排出削減義
務当初認識法では「排出削減義務」、CO2 排出費用認識法・IFRIC3 では「政府補助金（繰
延収益）」となる。 
 それぞれの考えに一長一短はあるものの、CO2排出費用認識法・IFRIC3 では CO2排出
は常に排出権を消費する行為であることを想定しており、CO2 の排出費用と当初排出権割
当とは別個の取引と考えるため、当初排出権割当時に繰延補助金収入を計上することとな
る。しかしながら、排出権取引に参加する多くの企業は、CO2の排出を削減・抑制させな
ければならず、実際の企業の認識と大きく異なると考えられる。すなわち、制度上は実際
の温室効果ガスの排出に応じてそれに相当する排出権引渡義務を負うものだとしても、企
業はキャップ・アンド・トレード方式のスキームに参加した時点で、将来の排出量を削減
し、実際の排出量に応じた排出権を引き渡す義務を負っていると考えられる。また、上述
のフランス案のように排出権を企業が引き受ける排出削減義務に対する国への公約と捉え、
いわゆる国への負債とするならば、排出削減義務を割当時に認識することが整合的となる。
このため CO2 排出費用認識法・IFRIC3 を支持することはできず排出削減義務当初認識法
が好ましいと考えられるため、割当時に将来の時点で決済すべき排出削減義務が生じてい
るとみて負債を認識することが適当であると考えられる。 
 
第3項 排出権及び排出削減義務の事後測定 
(1) 資産・負債の評価 
 このように、排出削減義務当初認識法を採った場合次の論点は、排出割当時に認識され
                                                                                                                                                          
154なお、排出権は無形資産と同質であることから償却を行うべきかという論点がある。無形資
産は、原則として耐用年数に応じて償却を行い、償却後の原価を繰り越すが、排出権の性質上、
排出権は政府に引き渡されるまで一部または全部の減価や消滅がないので償却は行わない。  
 また、排出量がキャップの枠内となり排出権が移動可能になった場合には一般的な企業行動
として、市場または相対での取引を通して他社に移転するものと考えられる。この場合、一般
的な資産の売却と同様の処理を行う。 
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た排出権及び排出削減義務の事後測定をどのようにするかである。 
 すなわち、この排出権及び排出削減義務を期末155において最新の排出権の市場価格情報
に基づいて再評価すべきかである。 
 企業会計では、企業が自社の事業のために使用する目的で保有している資産（事業活動
上必要な建物、土地、機械装置等）については市場価格が変動したとしても評価替えをし
ない会計処理が原則的な取扱いである。なぜならば、事業投資において事前に期待されて
いた成果は事業を通じて得られるキャッシュであり時価の変動による差額ではない。よっ
て、この評価損益はリスクから解放されておらず評価替えはおこなわない。企業が割当て
られた排出権を市場で売買する目的ではなく、将来の引渡の決済のために保有するのであ
るならば、排出権については評価替えをしない取扱いが企業会計の原則的な取扱いと整合
する。排出削減義務についても割当てられた排出権によって決済することが見込まれるの
であるならば最新の市場価格に基づいて評価替えするより、実際の決済に用いられる排出
権（すなわち、割当てられた排出権）の評価額に基づくほうが適切である156。 
 一方、キャップ・アンド・トレード方式の取引が適切に運営されるためには、排出権を
取引できる活発な市場の整備が必要であり、こうした市場が整備されていれば、株式等の
有価証券と同様、排出権も市場価格に基づいて評価替えすることが考えられる。同様に、
排出削減義務についても、排出権の市場価格に基づいて評価替えする。 
 この点、弥永（2008）p.20 によると「これまでの伝統的な考え方に従えば、排出権を取
得原価（取得時の公正価値）で測定することになるが（「企業会計原則」第三、五 F）、排
出権を引き渡せばならない義務（負債）は時価で測定しなければならないと考えられるた
め、資産と負債の間に測定のミスマッチが生ずることになる。このミスマッチを回避する
ために取得原価または時価で評価する必要がある。ところが負債の定義（過去の取引また
は事象の結果として、報告主体が支配している経済的資源を放棄または引き渡す義務、ま
たはその同等物）から、負債の帳簿価格は企業から流出が予想される経済的資源の大きさ
によって規定されるべきことになる。したがって、資産としての排出権も時価で測定され
るのが適当である」としている。 
                                                   
155 先行研究では、約束期間を 1 年ごとに設定しているケースが多い。しかし、京都議定書の
メカニズムでは、国の排出権削減の国際的約束期間は 5 年を 1 期間としている。ここでは、各
企業に対して規制機関が毎年排出枠を割当てるのではなく 5 年を 1 期間として割当てられる場
合についての会計処理を想定する。 
156 藤井良広（2009）p.93 
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 このように、事後測定時においては、排出権及び排出削減義務を時価157により再測定す
ることが考えられる。 
 ここでは、排出権の評価額は決算期または見積もり時の時価情報を開示することが有用
であるといえる。また、排出権の取引所が実際に存在・稼働し、デリバティブ取引の対象
ともなっていることから、時価を帳簿価格とすることが投資家に有用な情報を提供すると
いう観点からも望ましい。 
(2)  評価差額の処理 
金融商品会計基準の売買目的有価証券での処理を行わずその他有価証券の処理に準ずるの
が好ましいとしたのは、排出権の資産性でも述べたように、排出権そのものは市場を通し
て売買できるもののその性質上短期的に売買され、トレーディング目的で扱われることは
第 1 節で述べたキャップ・アンド・トレード方式の設定目的とは必ずしも整合しないよう
に思われる158。 
 排出権取引の性質は金融投資・事業投資のどちらにも属する性質を持ち中間的な立場に
ある。上述の排出権の設定目的から金融投資として扱うのは好ましいとはいえない。現行
の会計において金融投資・事業投資のどちらの性質にも属する有価証券であって、売買目
的有価証券の定義及び区分を満たさないものはその他有価証券として区分されている。  
 これらのことに鑑みると、時価評価する際に売買目的有価証券ではなくその他有価証券
に類似するものとして扱うこととなる。 
 このため、時価評価した際に発生する評価差額を損益に計上するのではなく、稼得利益
と区別された「その他の包括利益（other comprehensive income）」として扱う。評価差
額を損益計算書の当期純利益とする方法は、上述の売買目的有価証券で触れたように排出
                                                   
157時価＝公正価値とする。排出権取引において、整備された市場を持つ国家と整備されていな
い市場を持つ国家間の取引があるため市場価格について必ずしも正確な価格が求められると
は限らない。よって、ここでは時価＝公正価値として、公正価値における level.3 まで広く含
まれるものとする。公正価値とは、測定日において市場参加者間で秩序ある取引が行われた場
合に、資産の売却によって受け取るであろう価格又は負債の移転のために支払うであろう価格
（出口価格）をいう。（企業会計基準公開草案第 43 号「公正価値測定及びその開示に関する会
計基準（案）」第 4 項） 
 
158しかしながら、キャップ・アンド・トレード方式の下でも、商社や金融機関のように当初に
割当てられた排出権ではなく、購入して売買する排出権トレーディング目的で保有する場合も
ありうる。この場合において排出権を棚卸資産として分類する。会計処理は、通常の商品等の
購入と同様の会計処理が妥当なものになると考えられ、実務対応報告 15 号においての（1）他
者から購入する場合と同様なものになる。 
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権取引の設定目的とはそぐわない。 
 評価額を貸借対照表に計上するとともに、評価差額を実現するまでは包括利益計算書も
しくは純利益・包括利益計算書のその他の包括利益または損益計算書の欄外のその他の包
括利益に計上し、実現した時に損益計算書の当期純利益にする方式が妥当なものとなるの
ではないだろうか。 
排出権取引にかかる損益は、排出量確定時まではあくまでも見積もりの範疇であり、損
益と計上することは妥当なものではなく、一方で変動が全く開示されないことも排出権取
引を開示する趣旨からそぐわない。しかし、その他の包括利益での開示は、リスク情報と
してその他の包括利益を含む包括利益に情報としての意味があるものと考えられる。  
 また、排出削減義務についても排出権と同様の理由から時価評価での処理を行い、資産・
負債両方について時価で測定し、変動をその他の包括利益で認識することによって
IFRIC3 での、いわゆる報告のミスマッチについての問題159は発生しなくなる。 
  
                                                   
159報告のミスマッチは IAS38 号の再評価モデルを使用し再評価された排出権の価値が増加し
た場合、増加部分は直接資本の部に計上されるのに対して、債務の増加分は損益計算書に計上
されることになり損益計算書に不自然な変動をもたらすことから発生していた。 
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 おわりに 
第 1 章で京都メカニズムからの排出権取引の成り立ち、第 2 章で市場動向等として各
国の排出権取引市場について述べた。排出権取引市場は今後、キャップ・アンド・トレ
ード方式での市場が主流となることが確認された。これは、温室効果ガスの削減という
目的のためには、市場メカニズムを通じて行うことが最も効率的かつ効果的であると考
えられるからであろう。 
第 3 章では、排出権取引に関する最初の処理である FASB の SO2 排出量取引の会計処
理から述べ、フランス案・イギリス案・IFRIC3・ASBJ 案・GISPRI 案・環境省案（オ
フバランス方式・排出削減義務当初認識法・CO2排出費用認識法）の会計処理について
比較検討を行った。各案の処理が異なる要因は、それぞれの案が異なる考え方のもと会
計処理を開発したことによるものであることがわかった。 
第 4 章においては、キャップ・アンド・トレード方式における望ましい会計処理とし
て各案をベースに検討を行った。本稿で、望ましい会計処理として扱ったのは、排出削
減義務当初認識法をベースとするものである。当初無償割当時には、資産として排出権
を認識し、貸方項目については排出削減義務を認識する。 
また、決算日には、時価による事後測定を行い、排出権・排出削減義務を時価により
開示することに有用性があると考えた。一方、時価評価により発生した評価差損益は評
価差額が実現するまでは包括利益計算書その他の包括利益に計上し、実現した時に損益
計算書の当期純利益にすることが望ましいと考えた。 
本稿では、ベースライン・アンド・クレジット方式での会計処理との比較検討および
キャップ・アンド・トレード方式での排出権取引を導入した際における財務諸表への財
務的影響の分析・検討についての言及はしなかった。また、排出権取引の開示と会計責
任・受託責任との関係については検討すべき課題が残されている。 
今後、世界的な潮流を鑑みると、日本においても拘束力のあるキャップ・アンド・ト
レード方式での排出権取引が導入される可能性が高いと考えられる。キャップ・アン
ド・トレード方式での排出権取引に対応するため、日本においても本論文で検討した会
計処理方法が検討されることを期待したい。 
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